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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第142期 第143期 第144期 第145期 第146期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高（百万円） 32,448 28,996 23,662 17,163 16,810

経常利益（百万円） 1,477 493 1,064 484 444

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
1,573 134 △2,306 △1,188 986

包括利益（百万円） － － － － 969

純資産額（百万円） 16,933 12,266 9,520 8,487 9,261

総資産額（百万円） 55,203 46,655 38,107 35,632 35,233

１株当たり純資産額（円） 123.31 112.27 70.91 54.29 65.19

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額　

（△）（円）

22.34 △0.01 △37.19 △19.97 13.10

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
8.90 － － － 8.28

自己資本比率（％） 30.2 25.5 24.5 23.0 25.3

自己資本利益率（％） 9.8 0.9 △21.7 △13.6 11.5

株価収益率（倍） 6.4 － － － 4.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,101 △446 322 △1,270 96

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,328 4,195 1,766 △197 2,308

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△63 △6,885 △3,055 1,317 △1,773

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円）
5,004 1,870 822 691 1,313

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)(人)

919

(400)

952

(355)

882

(354)

774

(228)

801

(117)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．平成16年３月30日付で、総額90億円の優先株式の発行を実施しており、第142期の１株当たり純資産額の算定

に当たっては上記金額を純資産額から控除しております。また平成19年9月10日付で、Ａ種優先株式の一部買

取り消却を実施しており、第143期以降の1株当たり純資産額の算定に当たっては45億円を純資産額から控除

しております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第143期から第145期は、潜在株式は存在するものの

１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

４．株価収益率については、１株当たり当期純損失の年度は記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第142期 第143期 第144期 第145期 第146期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高（百万円） 18,862 16,924 15,293 12,274 12,360

経常利益（百万円） 88 724 31 18 △255

当期純利益又は当期純損失

（△）　　（百万円）
473 621 △941 △574 △2,694

資本金（百万円） 7,530 5,255 5,305 5,305 5,305

発行済株式総数（千株）

普通株式

60,600

Ａ種優先株式

11,000

Ｂ種優先株式

7,000

普通株式

64,888

Ａ種優先株式

2,000

Ｂ種優先株式

7,000

普通株式

66,024

Ａ種優先株式

2,000

Ｂ種優先株式

7,000

普通株式

66,024

Ａ種優先株式

2,000

Ｂ種優先株式

7,000

普通株式

66,024

Ａ種優先株式

2,000

Ｂ種優先株式

7,000

純資産額（百万円） 19,934 15,761 14,827 14,113 11,226

総資産額（百万円） 34,421 29,843 26,023 25,879 36,219

１株当たり純資産額（円） 176.89 171.55 154.39 143.72 100.09

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）

（円）

普通株式

－

(－)

Ａ種優先株式

11.71

(－)

Ｂ種優先株式

12.96

(－)

普通株式

2.00

(－)

Ａ種優先株式

14.045

(－)

Ｂ種優先株式

15.295

(－)

普通株式

－

(－)

Ａ種優先株式

14.495

    (－)

Ｂ種優先株式

15.745

    (－)

普通株式

1.00

(－)

Ａ種優先株式

13.45

    (－)

Ｂ種優先株式

14.70

    (－)

普通株式

1.00

(－)

Ａ種優先株式

12.55

    (－)

Ｂ種優先株式

13.80

    (－)

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額　

（△）（円）

4.19 7.69 △16.44 △10.67 △42.68

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
2.68 4.73 － － －

自己資本比率（％） 57.9 52.8 57.0 54.5 31.0

自己資本利益率（％） 2.4 3.5 △6.2 △4.0 △21.3

株価収益率（倍） 34.4 9.2 － － －

配当性向（％） － 26.0 － － －

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)(人)

229

(40)

226

(41)

226

(37)

114

(34)

238

(69)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．平成16年３月30日付で総額90億円の優先株式の発行を実施しており、第142期の１株当り純資産の算定に当

たっては上記金額を純資産額から控除しております。また平成19年9月10日付で、Ａ種優先株式の一部買取り

消却を実施しており、第143期以降の1株当たり純資産額の算定に当たっては45億円を純資産額から控除して

おります。

なお、優先株式については、「第４　提出会社の状況　１．株式等の状況」をご参照ください。

３．1株当たり配当額のうち、第143期の普通株式2円は創立90周年記念配当、第145期の普通株式1円はレーヨン事

業創業75周年記念配当、第146期の普通株式1円は合併記念配当であります。　

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第144期から第146期は、潜在株式は存在するものの

１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５．株価収益率については、１株当たり当期純損失の年度は記載しておりません。
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２【沿革】

大正６年８月 滋賀県彦根市に近江絹綿株式会社を設立。

絹紡糸の半製品（ペニー）の生産開始。

大正８年12月 商号を近江絹絲紡績株式会社に変更。

昭和14年10月岡徳織布を買収。

昭和18年２月 中山織布株式会社を買収。

５月 日本絹絲紡績株式会社を買収。

９月 関東紡績株式会社を買収。

昭和24年５月 東京・大阪証券取引所へ株式を上場。

昭和25年２月 本社を彦根市より大阪市に移転。

昭和31年11月加古川工場を新設。

昭和35年６月 公正企業株式会社を設立。

昭和43年８月 商号をオーミケンシ株式会社に変更。

昭和44年８月 ミカレディ株式会社を設立。

昭和48年６月 ブラジルにオーミ・ジロー・ローレンゼッチ繊維工業株式会社（現、連結子会社「オーミ・ド・ブ

ラジルテキスタイル株式会社」）を設立。

昭和54年２月 ミカレディ株式会社より飯田工場を買収。

平成12年12月レーヨン事業の製造部門をオーミケンシレーヨン株式会社に移管。

平成16年４月 当社を分割会社とし、オーミ・リアルエステート株式会社を承継会社とする会社分割を実施し、不動

産事業、保有有価証券等資産の運用・管理及び子会社等に対する金銭の貸付・管理に関する営業を

分割。

平成18年１月 中国に近絹（上海）商貿有限公司（現、連結子会社）を設立。

 平成18年10月

平成22年10月　

ソフトウェア開発業務をオーミケンシソリューション株式会社（現、連結子会社）に移管。

当社を存続会社とし、連結子会社であるオーミ・リアルエステート株式会社、ミカレディ株式会社、

オーミケンシレーヨン株式会社を消滅会社とする吸収合併を実施。　
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３【事業の内容】

　当社の企業集団は、当社及び子会社13社（平成23年３月31日現在）により構成されており、繊維製品の製造販売、不

動産事業、その他のサービスの事業活動を展開しております。

　当社グループの事業に係る位置づけは、次のとおりであります。

　なお、事業区分は報告セグメントと同一であります。

［繊維］

　　当社は繊維製品（レーヨン綿、紡績糸、編織物等）の製造・加工・販売を行っております。連結子会社であるオーミ

・ド・ブラジルテキスタイル㈱は綿糸の製造・販売を行っており、近絹（上海）商貿有限公司は繊維原料・繊維製

品の卸売販売を行っております。

［不動産］

　　当社は住宅の建築、販売及び不動産の賃貸を、また連結子会社である近江興産㈱及び近江開発㈱は不動産の賃貸等

を行っております。

［その他］

当社は園芸事業を行っております。連結子会社であるオーミケンシソリューション㈱は電子機器等の仕入れ及び

ソフトウェアの開発を行い、当社はそれらの販売を行っております。

　事業の系統図は次のとおりであります。

　　

　当社は、平成22年10月1日に当社を存続会社とし、連結子会社であるオーミ・リアルエステート㈱、ミカレディ㈱、及

びオーミケンシレーヨン㈱を消滅会社とする吸収合併を行いました。

　なお、オーミ・リアルエステート㈱及びオーミケンシレーヨン㈱は特定子会社でありました。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

近江興産㈱ 大阪市中央区 48不動産     100　 役員の兼任等……有

近江開発㈱ 大阪市中央区 48不動産
100

(100)
役員の兼任等……有

オーミケンシソリュー　

　　　　　ション㈱
大阪市中央区 10

その他

 

100

    

当社はＦＡシステムの構

築・ソフトウェア開発を

委託しております。

役員の兼任等……有

近絹（上海）商貿有限

公司

中国

上海市
50繊維

　

100

 

役員の兼任等……有

オーミ・ド・ブラジル

テキスタイル㈱

（注）２

ブラジル

サンパウロ州

千レアル

26,347
繊維 70.8 役員の兼任等……無

　（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

４．オーミ・ド・ブラジルテキスタイル㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結

売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1）売上高 3,301百万円

 (2）経常利益 387百万円

 (3）当期純利益 314百万円

 (4）純資産額 1,155百万円

 (5）総資産額 2,095百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

繊維 760(95)

不動産 2 (9)

　報告セグメント計 762(104)

その他 12 (9)

全社（共通） 27 (4)

合計 801(117)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、嘱託契約の従業員を含み、パートタイマー及び派遣社員を除いております。

３．全社（共通）として、記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

４．臨時従業員数が前連結会計年度末と比べて111名減少しておりますが、その主な理由は、ミカレディ㈱の事業

再編のため卸売業からの撤退によるものであります。

　

(2）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 　　平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

238（69） 38.7 16.6 3,817,792

　

セグメントの名称 従業員数（人）

繊維 207(53)

不動産 2 (5)

　報告セグメント計 209(58)

その他 2 (7)

全社（共通） 27 (4)

合計 238(69)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従　　　

　　　　　　　　　

　　　　　　業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、嘱託契約の従業員を含み、パートタイマー及び派遣社員を除いております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４．全社（共通）として、記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

５．従業員数が前事業年度末と比べて124名増加しておりますが、その主な理由は、平成22年10月1日の吸収合併

によるものであります。

　

(3）労働組合の状況

　当社グループには、オーミケンシ労働組合が組織（組合員数198人）されており、ＵＩゼンセン同盟に加盟して

　おります。　

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、緩やかながらも景気回復を続けてきましたが、欧米や中国の景気の先行き

懸念や期後半の急激な円高に加え、東日本大震災の影響もあり、不透明感を増しています。　 

　このような状況のもと、当社グループは、収益力の向上と財務体質の強化に努めてまいりました。また、当社は平成22

年10月1日に連結子会社であったオーミ・リアルエステート㈱、ミカレディ㈱及びオーミケンシレーヨン㈱を吸収合

併しました。今後さらなる事業の拡大、展開を図ってまいります。 

　これらの結果、当連結会計年度の売上高は16,810百万円(前年同期比2.1％減）、営業利益は894百万円(前年同期比

2.0％減）、経常利益は444百万円(前年同期比8.4％減）となり、固定資産売却益等の特別利益や減損損失等の特別損

失等を計上した結果、当期純利益は986百万円(前年同期は1,188百万円の当期純損失）となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①繊維

　繊維部門につきましては、前連結会計年度においてミカレディ㈱は卸売業から撤退し、現在レーヨン事業への特化を

図っております。また、ブラジルの連結子会社は、順調に推移いたしました。これらの結果、売上高は14,946百万円(前

年同期比3.4％増）、営業利益は489百万円(前年同期比48.0％増）となりました。

②不動産

　不動産部門につきましては、堅調に推移し、売上高1,354百万円(前年同期比5.4％減）、営業利益943百万円(前年同期

比5.2％減）となりました。

③その他

　その他部門につきましては、前連結会計年度中にプリント基板製造事業から撤退した結果、従来区分していた電子部

門の全セグメントに与える影響が軽微になり、当連結会計年度より従来の電子部門をその他部門に含めることとしま

した。この結果、売上高508百万円、営業損失70百万円となりました。

　

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度の連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当

期純利益が685百万円でありましたが、有形固定資産除売却益735百万円や減損損失486百万円等を調整後、たな卸資産

の増加249百万円等もあり、差引き96百万円の増加（前連結会計年度は1,270百万円の減少）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入2,499百万円等により、2,308百万円の増加

（前連結会計年度は197百万円の減少）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長短借入金の増減等により1,773百万円の減少（前連結会計年度は1,317百

万円の増加）となりました。

これらの結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末より621百万円増加し、1,313百万

円となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度におけるセグメントのうち繊維の生産実績を示すと、次のとおりであります。

　なお、不動産、その他につきましては、生産規模を金額で示すことはしておりません。

セグメントの名称 金額（百万円） 　前年同期比（％）

繊維 12,485 －

合計 12,485 －

　（注）１．金額は製造原価により算出しており、製品仕入高を含んでおります。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．改正後の「セグメント情報」の適用初年度であり、上記セグメントの区分による前連結会計年度の金額の　

データを入手することが困難であるため、前年同期比は記載しておりません。　 

　

(2）受注状況

　当社グループは主として見込み生産を行っているため、受注状況の記載を行っておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 　前年同期比（％）

繊維 14,946 3.4

不動産 1,354 △5.4

  報告セグメント計 16,301 2.6

その他 508 －

合計 16,810 △2.1

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３. 当連結会計年度より従来の電子をその他に含めることとしたため、前年同期比は記載しておりません。
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３【対処すべき課題】

当社グループの対処すべき課題は、安定した収益体制の確立及び早期の復配であります。このための対策として、

レーヨン事業につきましては、業績拡大の柱として位置づけて、将来のための基礎的な研究を始めとし、機能レーヨン

の強化のため、新素材、新製品の開発に積極的に取り組みます。また、他社とのコラボレーションを積極的に進め、機能

レーヨンの全体に占める比率をさらに高めていくことにより、収益基盤の強化に努めてまいります。

テキスタイル部門につきましては中国生産やレーヨン事業との連繋等を軸に今後も事業の改革を行いつつ、収益体

制の確立に努めてまいります。 また、それ以外の事業部門につきましても選択と集中を図ってまいります。

 

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に最大限

努める所存であります。

　また、将来に関する事項については有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。

(1）当社グループの工場に於ける生産に対しては水質汚濁防止法、大気汚染防止法等の環境関連等様々な公的規制が

あります。当社グループはこれらの規制に対しては設備面で充分な対応を行っておりますが、今後これらの規制が

強化された場合、追加の設備投資が必要となる等、業績に影響を与える可能性があります。

(2）当社グループは、地震・火災等の災害発生の場合、早期に生産再開が可能な体制の構築に取り組んでおりますが、

状況によっては顧客への製品の供給が遅延する等の可能性があり、その場合、業績に影響を与える可能性がありま

す。

(3）当社グループは繊維部門において、パルプその他の原材料を、また自家発電用燃料として石炭や重油等を購入し

ておりますが、需給バランス等により購入価格が高騰することがあり、製品価格への転嫁や、コストダウンでの対応

が困難な場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4）当社グループは、借入金の圧縮を進めておりますが、金利情勢が大幅に変動した場合は業績に影響を与える可能

性があります。

(5）当社グループは、事業用の土地を多く保有しておりますが、今後、不動産の賃貸契約の解約による収益性の低下や

地価が大きく下落した場合等による減損損失等、業績に影響を与える可能性があります。

(6）当社グループは、国内及び海外の子会社に対する投融資を行っておりますが、今後様々なリスクによって投融資

が回収できない場合は、業績に影響を与える可能性があります。

(7）当社グループの製品は、国際規格の品質管理基準に基づいて製造を行っておりますが、今後、これらの製品につい

て品質問題が発生する可能性があります。必要と認められる製品について製造物責任賠償保険等に加入しておりま

すが、賠償額が多大になった場合、負担増や信用失墜による売上高低下等により業績に影響を与える可能性があり

ます。
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５【経営上の重要な契約等】

当社グループは平成22年４月27日開催の取締役会において、当社連結子会社であるオーミ・リアルエステート㈱、ミ

カレディ㈱、オーミケンシレーヨン㈱の３社を吸収合併することを決議し、平成22年５月13日開催の取締役会において、

合併契約の締結を決議し、同日、合併契約書に正式調印し、平成22年6月29日開催の株主総会において承認可決されまし

た。

１．合併の目的

当社は、経営体制及び管理体制を一元化し、経営効率の向上、業務の効率化、並びに経営資源の有効活用を図り、企業価

値を向上させることを目的としております。

２．合併の要旨

(1) 合併の日程

合併決議取締役会　　　平成22年４月27日

合併契約締結　　　　　平成22年５月13日

合併契約承認株主総会　平成22年６月29日

合併期日（効力発生日）平成22年10月１日

(2) 合併の方式

当社を存続会社とし、オーミ・リアルエステート㈱、ミカレディ㈱、オーミケンシレーヨン㈱を消滅会社とする吸収合

併方式によります。

(3) 合併に係る割当ての内容

当社が100%出資する連結子会社との合併であるため、本合併による新株式の発行及び合併交付金等の支払はありませ

ん。

(4) 引継資産・負債の状況

当社はオーミ・リアルエステート㈱、ミカレディ㈱、オーミケンシレーヨン㈱の資産及び負債並びにこれらに付随す

るすべての権利義務を引き継ぎました。

(5) 吸収合併存続会社となる会社概要

資本金　　　　5,305百万円

事業内容　　　繊維製品の製造・販売　

６【研究開発活動】

当社グループでは、繊維を中心に研究開発活動を行っております。

繊維の中心となる「レーヨン」繊維は、植物から得られるセルロースを再生して繊維化しており、原料の植物は、再

生可能な生物由来の資源で「バイオマス」と呼ばれております。当社のレーヨン繊維は、2009年８月に(社)日本有機

資源協会よりバイオマスマーク商品の認定を受けました。（バイオマスマークは、自然の恵みで持続的に発展可能な

社会づくりに貢献することを目指したマークであります。）

当社では、バイオマスの有効活用を図り、現状の木材パルプの原料以外に、草本系の原料を利用したパルプから製造

したレーヨン繊維「ｒｅ：ｔｅｒｒａ」を発表いたしました。ケナフやバンブーなどの草本由来原料、紙パックなど

廃棄されていたリサイクル原料からレーヨン繊維を製造することで、地球温暖化防止や循環型社会の形成などに対応

できる素材となります。

また、従来からのレーヨン繊維に様々な機能を付加させ、地球環境にやさしい繊維の開発も引き続き行っており、清

潔、健康、安心、安全、快適な暮らしを提供する機能素材の開発に注力しております。

更に、当連結会計年度から特にセルロース素材の基礎研究に注力し、ニューレーヨン繊維の研究開発を開始し、ま

た、従来にない市場への参入を目指した新製品の開発も検討いたしております。

今後も、消費者ニーズに合った地球環境にやさしいレーヨン繊維の開発に邁進していく所存であります。

不動産、その他におきましても、既存事業の発展と新規事業の育成、所有不動産の積極的活用等を推進すべく、研究

開発に取り組んでおります。

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、116百万円であり、主として繊維であります。　
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。

　なお、将来に関する事項については有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。

(2）当連結会計年度の財政状態の分析

　当連結会計年度末の総資産は35,233百万円で前連結会計年度末に比べ399百万円の減少となりました。

　流動資産は8,250百万円で、前連結会計年度末に比べ2,139百万円の増加となりました。主な要因は、現金及び預金

が678百万円、繰延税金資産が1,234百万円増加したことによるものであります。

　固定資産は26,982百万円で、前連結会計年度末に比べ2,538百万円の減少となりました。主な要因は、土地の売却等

により有形固定資産が2,398百万円減少したことによるものであります。

　負債合計は25,971百万円で、前連結会計年度末に比べ1,173百万円の減少となりました。主な要因は、繰延税金負債

が740百万円増加したものの、長・短借入金返済により1,583百万円減少したことによるものであります。

　少数株主持分を含めた純資産は9,261百万円で、利益剰余金の増加等により前連結会計年度末に比べ773百万円の

増加となりました。なお、自己資本比率は25.3％で、前連結会計年度末に比べ2.3ポイントの上昇であります。

(3）当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度の経営成績につきましては、収益力の向上と財務体質の強化に努め、平成22年10月1日に連結子会

社であったオーミ・リアルエステート㈱、ミカレディ㈱及びオーミケンシレーヨン㈱を吸収合併しました。 

　これらの結果、売上高は16,810百万円(前年同期比2.1％減）、営業利益は894百万円(前年同期比2.0％減）、経常利

益は444百万円(前年同期比8.4％減）となり、固定資産売却益等の特別利益や減損損失等の特別損失等を計上した

結果、当期純利益は986百万円(前年同期は1,188百万円の当期純損失）となりました。

なお、セグメント別の業績等詳細につきましては、「第２　事業の状況　１．業績等の概要　(1）業績」に記載のと

おりであります。

(4）経営戦略の現状と見通し

　当社グループは、安定的に収益を計上できる体質を確立すべく、より一層のコスト削減の推進、高付加価値商品の

開発、販売力の強化に向けてグループを挙げて取り組んでおります。

　このような状況のもと、当社グループはレーヨン事業を業績拡大の柱として位置づけて、将来のための基礎的な研

究を始めとし、機能レーヨンの強化のため、新素材、新製品の開発に積極的に取り組みます。特にセルロース素材の

基礎研究に注力し、ニューレーヨン繊維の開発に着手していく方向で進めていきます。機能素材としては、引き続き

省エネに寄与する素材の開発に力を入れていきます。また、他社とのコラボレーションを積極的に進め、機能レーヨ

ンの全体に占める比率をさらに高めていくことにより、収益基盤の強化に努めてまいります。

テキスタイル部門につきましては中国生産やレーヨン事業との連繋等を軸に今後も事業の改革を行いつつ、収益

体制の確立に努めてまいります。 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が685

百万円でありましたが、有形固定資産除売却益735百万円や減損損失486百万円等を調整後、たな卸資産の増加249百

万円等もあり、差引き96百万円の増加となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入2,499百万円等により、2,308百万円の増加

となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長短借入金の増減等により1,773百万円の減少となりました。

これらの結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末より621百万円増加し、1,313百

万円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、繊維を中心に161百万円の設備投資を実施しました。

　繊維においては、生産設備の更新や高付加価値商品生産のために、オーミ・ド・ブラジルテキスタイル㈱を中心に、

129百万円の設備投資を実施しました。

　所要資金につきましては、自己資金及び金融機関からの借入金をもって充当いたしました。

　当連結会計年度において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の売却について、平成22年4月に下記のと

おり完了しました。　

　　　提出会社

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

建物及び
構築物

土地
（面積千㎡）

合計

池上オペレーションセン

ター　

（東京都大田区）　

繊維 物流倉庫 86

　

1,596

        (3)

 

1,683

（注）なお、金額には消費税等を含めておりません。

　

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社　

 （平成23年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

大阪

(大阪市中央区)
不動産 不動産賃貸施設 6  －

215

(3)
0 221

－

(1)

加古川工場

(兵庫県加古川市)

繊維

紡績糸・スフわた

・編物製造設備

 

530  336
14,921

(384)
 47 15,836

134

(86)
不動産 賃貸土地

その他

　

その他設備

 

飯田

(長野県飯田市)
不動産 賃貸建物 76  －

349

(53)
 － 425  －

中津川

(岐阜県中津川市)
不動産 賃貸土地  －  －

3,307

(33)
 － 3,307  －

彦根 

(滋賀県彦根市） 
不動産 賃貸土地  －  －

32

(86)
 － 32  －

東京

(東京都大田区)
不動産 賃貸土地  －  －

491

(1)
 － 491  －
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(2）在外子会社

 （平成23年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

オーミ・ド・ブ

ラジルテキスタ

イル㈱

レンソイス工場

(ブラジル)
繊維 紡績糸製造設備 90 404

10

(581)
13 519

　

547

 

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品および建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税

等を含めておりません。

２．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外書きしております。

３．提出会社の中津川の土地はユニー㈱へ、彦根の土地は㈱カインズへそれぞれ賃貸しております。

４．上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。

    提出会社

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
従業員数
（人）

年間賃借料
（百万円）

本社

（大阪市中央区）

全社的管理業務

販売業務

その他設備

（建物賃借）

84

(16)
163

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却等の計画はありません。なお、工場敷地

等の一部について売却を計画しております。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 222,000,000

Ａ種優先株式 11,000,000

Ｂ種優先株式 7,000,000

計 240,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年６月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 66,024,594 同左　

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第二部

単元株式数

 1,000株 

Ａ種優先株式

（行使価額修正

条項付新株予約

権付社債等）

2,000,000 同左　 －

　(注１～４、　７～
９)　

単元株式数　1,000
株

Ｂ種優先株式

（行使価額修正

条項付新株予約

権付社債等）

7,000,000 　同左 －

　(注１～２、　５～
９)　

単元株式数
1,000株

計 75,024,594 　同左 － －

 

　（注）（行使価額修正条項付新株予約権付社債等の特質） 

１．Ａ種優先株式及びＢ種優先株式は、株価の下落により取得価額が修正され、取得と引換えに交付する普通株

式数が増加します。修正の基準、修正の頻度及び取得価額の下限は以下のとおりであります。

修正の基準：Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式とも東京証券取引所における当社普通株式の毎日の終値の平均値

詳細については、Ａ種優先株式については（注）３．Ａ種優先株式の内容(20）取得請求と普

通株式の交付、Ｂ種優先株式については（注）５．Ｂ種優先株式の内容(20）取得請求と普通

株式の交付に記載のとおりであります。

修正の頻度：１年に１回

取得価額の下限：当初取得価額の80％

（行使価額修正条項付新株予約権付社債等の特質）

２．各優先株式について、全部の取得を可能とする旨の条項の定めは、Ａ種優先株式については平成23年４月１

日以降、Ｂ種優先株式については平成25年４月１日以降、権利者の意思にかかわらず、全部または一部を取得で

きる旨を定めております。詳細については、Ａ種優先株式については（注）３．Ａ種優先株式の内容(16）取得

条項、Ｂ種優先株式については（注）５．Ｂ種優先株式の内容(16）取得条項に記載のとおりであります。
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　　　　３．Ａ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

(1）種類株式の名称 オーミケンシ株式会社Ａ種優先株式

（以下「Ａ種優先株式」という。）

(2）発行株式数 Ａ種優先株式　11,000,000株

(3）発行価額 １株につき500円

(4）発行価額の総額 5,500,000,000円

(5）発行価額中資本に組入れない額 １株につき250円

(6）資本組入額の総額 2,750,000,000円

(7）申込期日 平成16年３月29日

(8）払込期日 平成16年３月29日

(9）配当起算日 平成16年３月30日

(10）発行方法 第三者割当ての方法により、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行に4,900,000

株、株式会社みずほコーポレート銀行に3,200,000株、東洋商事株式会

社に2,000,000株、株式会社三井住友銀行に900,000株を割当てる。

(11）継続保有に関する事項 該当なし

(12）優先配当金

当会社は、剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）また

はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有す

る株主（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」と

いう。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき下記(イ）に定める額の剰余金の配当（以下「Ａ種優先配当

金」という。）を支払う。ただし、下記(13）に定めるＡ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ａ種優先

中間配当金を控除した額とする。

(イ)優先配当金の額

１株あたりのＡ種優先配当金の額は、Ａ種優先株式の１株あたりの発行価額（500円）に、それぞれの事

業年度ごとに下記の配当年率（以下「Ａ種優先配当年率」という）を乗じて算出された額とする。ただ

し、初年度のＡ種優先配当金については、配当起算日から当該事業年度の終了日までの日数（初日およ

び最終日を含む。）で日割り計算した額とする。

Ａ種優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の結

果、Ａ種優先配当金が１株につき50円を超える場合は、50円とする。

Ａ種優先配当年率は、平成16年３月30日以降、次回の配当年率修正日（下記に定義される。）の前日まで

の各事業年度について、下記の算式により計算される年率とする。

Ａ種優先配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）＋2.00％

「配当年率修正日」は、平成16年３月30日以降の毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は、前営

業日を配当年率修正日とする。

「日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）」とは、平成16年３月31日までは平成16年３月30日（配当起算日）に

おいて全国銀行協会より午前11時における日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）として公表される数値をい

い、それ以降は各配当年率修正日およびその直後の10月１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の

２時点において、午前11時における日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）として全国銀行協会によって公表さ

れる数値の平均値をいうものとする。平成16年３月30日、配当年率修正日またはその直後の10月１日

（当日が銀行休業日の場合は前営業日）に日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）が公表されない場合は、同日

（当日が銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロ

ンドン銀行間市場出し手レート（ユーロ円ＬＩＢＯＲ６ヶ月物（360日ベース））として英国銀行協会

（ＢＢＡ）によって公表される数値またはこれに準ずると認められるものを日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ

月物）に代えて用いるものとする。

日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）またはこれに代えて用いる数値は、％位未満小数第４位まで算出し、そ

の小数第４位を四捨五入する。
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(ロ)累積条項

平成17年３月末日を決算期日とする事業年度までの間において、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式

質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＡ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額（以下

「Ａ種未払配当金」という。）は累積するものとし、累積したＡ種未払配当金（以下「Ａ種累積未払配

当金」という。）は、Ａ種優先配当金およびＢ種優先配当金並びに普通株主または普通登録株式質権者

に対する剰余金の配当に先立って支払われるものとする。平成18年３月末日を決算期日とする事業年度

以降のある事業年度におけるＡ種未払配当金は翌事業年度以降に累積しない。

(ハ)非参加条項

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて配当を行わない。

(13）優先中間配当金

当会社は、定款第38条に定める中間配当を行うときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対

し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につきＡ種優先配当金の２分の１ま

たは１株につき25円のいずれか低い額の金銭（以下「Ａ種優先中間配当金」という。）を支払う。

(14）残余財産の分配

当会社の残余財産の分配をするときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主ま

たは普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき500円を支払う。

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配を行わない。

(15）現金を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、平成23年以降、毎年７月１日から７月31日までの期間（以下「Ａ種優先株式取得請求可

能期間」という。）において、前事業年度における分配可能額の２分の１から、当会社が、当該取得請求が

なされた事業年度において、その発行しているすべての種類の優先株式の取得を既に行ったか、行う決定

を行った分の価額の合計額を控除した額を限度として、Ａ種優先株式の全部または一部を１株につき500

円の交付と引き換えに取得することを請求することができる。当会社は、Ａ種優先株式取得請求可能期間

の満了日から１ヵ月以内に、法令の定めにしたがって、取得手続を行うものとする。ただし、上記限度額を

超えて優先株主（ただし、種類は問わないものとする）からの取得請求があった場合、取得の順位は、優先

株式の種類を問わず、Ａ種優先株式取得請求可能期間経過後において実施する抽選その他の方法により決

定する。

(16）取得条項

当会社は、平成23年４月１日以降いつでもＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者の意思にかかわら

ず、Ａ種優先株式の全部または一部を取得することができる。一部取得の場合は、抽選その他の方法により

行う。取得の対価としての取得価額は、１株につき500円に取得日の属する事業年度におけるＡ種優先配当

金の額を取得日の属する事業年度の初日から取得の日までの日数（初日および取得日を含む。）で日割り

計算した額（円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。）を加算した額とする。

(17）議決権

Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

(18）株式の併合または分割

当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について、株式の併合、分割または無償割当てを行わな

い。

(19）新株引受権等の付与

当会社は、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、新株予約権の無償割当てを行わず、また、

募集株式、募集新株予約権および募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。

(20）取得請求と普通株式の交付

Ａ種優先株主は、下記の条件にしたがって、当会社に対し、その保有するＡ種優先株式を当会社が取得する

のと引き換えに普通株式の交付を請求することができる。

(イ)取得を請求することができる期間

Ａ種優先株主は、平成20年４月１日以降いつでも、当会社に対し、その保有するＡ種優先株式を当会社が

取得するのと引き換えに普通株式の交付を請求することができる。

(ロ)取得の条件

Ａ種優先株主は、上記(イ）の期間中、１株につき下記(a）から(c）に定める取得価額により、Ａ種優先

株式を当会社が取得するのと引き換えに当会社の普通株式の交付を請求することができる。
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(a）当初取得価額

当初取得価額は、平成16年３月30日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数

を除く。）を円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入した額とする。

(b）取得価額の修正

取得価額は、平成21年４月１日以降、毎年４月１日（以下それぞれ「取得価額修正日」という。）に、

各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期間」という。）

の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。）に修正される（修正後取得価額は円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を四捨五入する。なお、各時価算定期間内に、下記(c）で定める取得価額の調整事

由が生じた場合には、当該平均値は、下記(c）に準じて取締役会が適当と判断する値に調整され

る。）。ただし、上記の計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額の80％に相当する金額（円位未満

小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。以下「下限取得価額」という。ただし、下記

(c）により調整される。）を下回る場合には下限取得価額をもって、また、修正後取得価額が当初取得

価額の150％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。以下

「上限取得価額」という。ただし、下記(c）により調整される。）を上回る場合には上限取得価額を

もって修正後取得価額とする。

(c）取得価額の調整

Ⅰ　Ａ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式（以下「取得価

額調整式」という。）により調整する。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２

位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

    
既発行普通株式数 ＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
１株あたりの時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数

ｉ　取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合（自己株式を

処分する場合を含む。）

調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の

翌日以降これを適用する。処分される自己株式の数は、取得価額調整式における「新規発行普通

株式数」に算入される。

ⅱ　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後取得価額は、株式の分割のための株主割当日の翌日以降、これを適用する。ただし、剰余金

の額を減少して資本金の額を増加することを条件としてその部分をもって株式の分割により普

通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該剰余金の減少の決議をする株主総会の終結

の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後取得価額は、当該剰余金

の額を減少して資本金の額を増加することの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを

適用する。

ⅲ　取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式

の交付を請求することができる株式または権利行使により発行される普通株式１株あたりの発

行価額（ただし、当該発行価額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資さ

れる財産の額の合計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）が取得価額調

整式に使用する時価を下回ることとなる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合

調整後取得価額は、その証券（権利）の発行日に、または募集のための株主割当日がある場合は

その日の終わりに、発行される証券（権利）の全額が取得またはすべての新株予約権が行使され

たものとみなし、その発行日の翌日以降、またはその割当日の翌日以降、これを適用する。

Ⅱ　上記Ⅰに掲げる場合のほか、合併、資本の減少または普通株式の併合等により取得価額の調整を必要

とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額により調整される。

Ⅲ　取得価額調整式に使用する１株あたりの時価は、調整後取得価額を適用する日（ただし、上記Ⅰⅱた

だし書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引

所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない

日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

なお、上記45取引日の間に、上記ⅠまたはⅡで定める取得価額の調整事由が生じた場合には、取得価

額調整式で使用する時価（当該平均値）は、取締役会が適当と判断する価額に調整される。
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Ⅳ　取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得

価額とし、また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、

また、株主割当日がない場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行

済普通株式数とする。なお、処分される自己株式の数は、取得価額調整式に使用する既発行普通株式

数から控除される。

Ⅴ　取得価額調整式で使用する１株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。

ⅰ　上記Ⅰⅰの時価を下回る払込金額（または処分価額）をもって募集株式の発行等をする場合に

は、当該払込金額（金銭以外の財産による払込みの場合にはその適正な評価額）

ⅱ　上記Ⅰⅱの株式分割により普通株式を発行する場合は０円

ⅲ　上記Ⅰⅲの時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交付の請求ま

たは上記Ⅰⅲで定める内容の新株予約権を行使できる証券（権利）を発行する場合は、当該取得

価額または当該新株予約権の行使により発行される普通株式１株あたりの発行価額（ただし、当

該発行価額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産の額の合

計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）

Ⅵ　取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、その後取得価額の調整を必要とする事由が発生

し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて調整前取得価額か

らこの差額を差し引いた額を使用する。

(ハ)取得請求により交付すべき普通株式数

Ａ種優先株式の取得請求により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。

取得請求により交付

すべき普通株式数
＝
Ａ種優先株主が取得請求のために提出したＡ種優先株式の発行価額の総額

取得価額

取得請求により交付すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときは、これを切捨

てる。

(ニ)取得の請求により交付する株式の内容

当会社普通株式

(ホ)取得請求受付場所

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

(ヘ)取得請求の効力の発生

取得請求の効力は、取得請求書およびＡ種優先株式の株券が前述(ホ）に記載する取得請求受付場所に

到着したときに発生する。ただし、Ａ種優先株式の株券が発行されていない場合は、株券の提出を要しな

いものとする。

(ト)取得請求による普通株式の交付後第１回目の配当

Ａ種優先株式の取得請求により交付された普通株式に対する最初の剰余金の配当または中間配当金は、

取得の請求がなされたときに属する事業年度の初めに取得があったものとみなしてこれを支払う。ただ

し、普通株式について中間配当として金銭の分配がなされた事業年度において、取得の請求が当該事業

年度の10月１日から翌年３月31日までになされたときは10月１日に取得があったものとみなしてこれ

を支払う。

(21）優先順位

当会社の発行する各種の種類株式の優先配当金、優先中間配当金および残余財産の分配の支払順位は、同

順位とする。

４．(1）Ａ種優先株式11,000,000株のうち9,000,000株については、平成19年9月10日に取締役会決議に基づく買取

り及び消却を行なっております。 

(2）Ａ種優先株式には会社法第322条第２項に規定する定款の定めを設けておりません。 

(3）Ａ種優先株式は資金調達を目的として金融機関及び取引先に対して議決権のない株式を発行したもので

あり、議決権を有しないこととしている理由は、既存の株主への影響を考慮したためであります。 
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　　　５．Ｂ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

(1）種類株式の名称 オーミケンシ株式会社Ｂ種優先株式

（以下「Ｂ種優先株式」という。）

(2）発行株式数 Ｂ種優先株式　7,000,000株

(3）発行価額 １株につき500円

(4）発行価額の総額 3,500,000,000円

(5）発行価額中資本に組入れない額 １株につき250円

(6）資本組入額の総額 1,750,000,000円

(7）申込期日 平成16年３月29日

(8）払込期日 平成16年３月29日

(9）配当起算日 平成16年３月30日

(10）発行方法 第三者割当ての方法により、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行に7,000,000

株を割当てる。

(11）継続保有に関する事項 該当なし

(12）優先配当金

当会社は、剰余金の配当を行うときは、Ｂ種優先株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）また

はＢ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｂ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有す

る株主（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」と

いう。）に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき下記(イ）に定める額の剰余金の配当（以下「Ｂ種優先配当

金」という。）を支払う。ただし、下記(13）に定めるＢ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｂ種優先

中間配当金を控除した額とする。

(イ)優先配当金の額

１株あたりのＢ種優先配当金の額は、Ｂ種優先株式の１株あたりの発行価額（500円）に、それぞれの事

業年度ごとに下記の配当年率（以下「Ｂ種優先配当年率」という）を乗じて算出された額とする。ただ

し、初年度のＢ種優先配当金については、配当起算日から当該事業年度の終了日までの日数（初日およ

び最終日を含む。）で日割り計算した額とする。

Ｂ種優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の結

果、Ｂ種優先配当金が１株につき50円を超える場合は、50円とする。

Ｂ種優先配当年率は、平成16年３月30日以降、次回の配当年率修正日（下記に定義される。）の前日まで

の各事業年度について、下記の算式により計算される年率とする。

Ｂ種優先配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）＋2.25％

「配当年率修正日」は、平成16年３月30日以降の毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は、前営

業日を配当年率修正日とする。

「日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）」とは、平成16年３月31日までは平成16年３月30日（配当起算日）に

おいて全国銀行協会より午前11時における日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）として公表される数値をい

い、それ以降は各配当年率修正日およびその直後の10月１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の

２時点において、午前11時における日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）として全国銀行協会によって公表さ

れる数値の平均値をいうものとする。平成16年３月30日、配当年率修正日またはその直後の10月１日

（当日が銀行休業日の場合は前営業日）に日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）が公表されない場合は、同日

（当日が銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロ

ンドン銀行間市場出し手レート（ユーロ円ＬＩＢＯＲ６ヶ月物（360日ベース））として英国銀行協会

（ＢＢＡ）によって公表される数値またはこれに準ずると認められるものを日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ

月物）に代えて用いるものとする。

日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）またはこれに代えて用いる数値は、％位未満小数第４位まで算出し、そ

の小数第４位を四捨五入する。

EDINET提出書類

オーミケンシ株式会社(E00531)

有価証券報告書

 20/108



(ロ)累積条項

平成17年３月末日を決算期日とする事業年度までの間において、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式

質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＢ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額（以下

「Ｂ種未払配当金」という。）は累積するものとし、累積したＢ種未払配当金（以下「Ｂ種累積未払配

当金」という。）は、Ａ種優先配当金およびＢ種優先配当金並びに普通株主または普通登録株式質権者

に対する剰余金の配当に先立って支払われるものとする。平成18年３月末日を決算期日とする事業年度

以降のある事業年度におけるＢ種未払配当金は翌事業年度以降に累積しない。

(ハ)非参加条項

Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先配当金を超えて配当を行わない。

(13）優先中間配当金

当会社は、定款第38条に定める中間配当を行うときは、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対

し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につきＢ種優先配当金の２分の１ま

たは１株につき25円のいずれか低い額の金銭（以下「Ｂ種優先中間配当金」という。）を支払う。

(14）残余財産の分配

当会社の残余財産の分配をするときは、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対し、普通株主ま

たは普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき500円を支払う。

Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配を行わない。

(15）現金を対価とする取得請求権

Ｂ種優先株主は、平成25年以降、毎年７月１日から７月31日までの期間（以下「Ｂ種優先株式取得請求可

能期間」という。）において、前事業年度における分配可能額の２分の１から、当会社が、当該取得請求が

なされた事業年度において、その発行しているすべての種類の優先株式の取得を既に行ったか、行う決定

を行った分の価額の合計額を控除した額を限度として、Ｂ種優先株式の全部または一部を１株につき500

円の交付と引き換えに取得することを請求することができる。当会社は、Ｂ種優先株式取得請求可能期間

の満了日から１ヵ月以内に、法令の定めにしたがって、取得手続を行うものとする。ただし、上記限度額を

超えて優先株主（ただし、種類は問わないものとする）からの取得請求があった場合、取得の順位は、優先

株式の種類を問わず、Ｂ種優先株式取得請求可能期間経過後において実施する抽選その他の方法により決

定する。

(16）取得条項

当会社は、平成25年４月１日以降いつでもＢ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者の意思にかかわら

ず、Ｂ種優先株式の全部または一部を取得することができる。一部取得の場合は、抽選その他の方法により

行う。取得の対価としての取得価額は、１株につき500円に取得日の属する事業年度におけるＢ種優先配当

金の額を取得日の属する事業年度の初日から取得の日までの日数（初日および取得日を含む。）で日割り

計算した額（円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。）を加算した額とする。

(17）議決権

Ｂ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

(18）株式の併合または分割

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式について、株式の併合、分割または無償割当てを行わな

い。

(19）新株引受権等の付与

当会社は、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対し、新株予約権の無償割当てを行わず、また、

募集株式、募集新株予約権および募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。

(20）取得請求と普通株式の交付

Ｂ種優先株主は、下記の条件にしたがって、当会社に対し、その保有するＢ種優先株式を当会社が取得する

のと引き換えに普通株式の交付を請求することができる。

(イ)取得を請求することができる期間

Ｂ種優先株主は、平成22年４月１日以降いつでも、当会社に対し、その保有するＢ種優先株式を当会社が

取得するのと引き換えに普通株式の交付を請求することができる。

(ロ)取得の条件

Ｂ種優先株主は、上記(イ）の期間中、１株につき下記(a）から(c）に定める取得価額により、Ｂ種優先

株式を当会社が取得するのと引き換えに当会社の普通株式の交付を請求することができる。

(a）当初取得価額

当初取得価額は、平成16年３月30日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数

を除く。）を円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入した額とする。
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(b）取得価額の修正

取得価額は、平成23年４月１日以降、毎年４月１日（以下それぞれ「取得価額修正日」という。）に、

各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期間」という。）

の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。）に修正される（修正後取得価額は円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を四捨五入する。なお、各時価算定期間内に、下記(c）で定める取得価額の調整事

由が生じた場合には、当該平均値は、下記(c）に準じて取締役会が適当と判断する値に調整され

る。）。ただし、上記の計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額の80％に相当する金額（円位未満

小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。以下「下限取得価額」という。ただし、下記

(c）により調整される。）を下回る場合には下限取得価額をもって、また、修正後取得価額が当初取得

価額の150％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。以下

「上限取得価額」という。ただし、下記(c）により調整される。）を上回る場合には上限取得価額を

もって修正後取得価額とする。

(c）取得価額の調整

Ⅰ　Ｂ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式（以下「取得価

額調整式」という。）により調整する。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２

位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

    
既発行普通株式数 ＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
１株あたりの時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数

ｉ　取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合（自己株式を

処分する場合を含む。）

調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の

翌日以降これを適用する。処分される自己株式の数は、取得価額調整式における「新規発行普通

株式数」に算入される。

ⅱ　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後取得価額は、株式の分割のための株主割当日の翌日以降、これを適用する。ただし、剰余金

の額を減少して資本金の額を増加することを条件としてその部分をもって株式の分割により普

通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該剰余金の減少の決議をする株主総会の終結

の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後取得価額は、当該剰余金

の額を減少して資本金の額を増加することの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを

適用する。

ⅲ　取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式

の交付を請求することができる株式または権利行使により発行される普通株式１株あたりの発

行価額（ただし、当該発行価額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資さ

れる財産の額の合計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）が取得価額調

整式に使用する時価を下回ることとなる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合

調整後取得価額は、その証券（権利）の発行日に、または募集のための株主割当日がある場合は

その日の終わりに、発行される証券（権利）の全額が取得またはすべての新株予約権が行使され

たものとみなし、その発行日の翌日以降、またはその割当日の翌日以降、これを適用する。

Ⅱ　上記Ⅰに掲げる場合のほか、合併、資本の減少または普通株式の併合等により取得価額の調整を必要

とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額により調整される。

Ⅲ　取得価額調整式に使用する１株あたりの時価は、調整後取得価額を適用する日（ただし、上記Ⅰⅱた

だし書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引

所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない

日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

なお、上記45取引日の間に、上記ⅠまたはⅡで定める取得価額の調整事由が生じた場合には、取得価

額調整式で使用する時価（当該平均値）は、取締役会が適当と判断する価額に調整される。
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Ⅳ　取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得

価額とし、また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、

また、株主割当日がない場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行

済普通株式数とする。なお、処分される自己株式の数は、取得価額調整式に使用する既発行普通株式

数から控除される。

Ⅴ　取得価額調整式で使用する１株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。

ⅰ　上記Ⅰⅰの時価を下回る払込金額（または処分価額）をもって募集株式の発行等をする場合に

は、当該払込金額（金銭以外の財産による払込みの場合にはその適正な評価額）

ⅱ　上記Ⅰⅱの株式分割により普通株式を発行する場合は０円

ⅲ　上記Ⅰⅲの時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交付の請求ま

たは上記Ⅰⅲで定める内容の新株予約権を行使できる証券（権利）を発行する場合は、当該取得

価額または当該新株予約権の行使により発行される普通株式１株あたりの発行価額（ただし、当

該発行価額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産の額の合

計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）

Ⅵ　取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、その後取得価額の調整を必要とする事由が発生

し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて調整前取得価額か

らこの差額を差し引いた額を使用する。

(ハ)取得請求により交付すべき普通株式数

Ｂ種優先株式の取得請求により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。

取得請求により交付

すべき普通株式数
＝
Ｂ種優先株主が取得請求のために提出したＢ種優先株式の発行価額の総額

取得価額

取得請求により交付すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときは、これを切捨

てる。

(ニ)取得の請求により交付する株式の内容

当会社普通株式

(ホ)取得請求受付場所

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

(ヘ)取得請求の効力の発生

取得請求の効力は、取得請求書およびＢ種優先株式の株券が前述(ホ）に記載する取得請求受付場所に

到着したときに発生する。ただし、Ｂ種優先株式の株券が発行されていない場合は、株券の提出を要しな

いものとする。

(ト)取得請求による普通株式の交付後第１回目の配当

Ｂ種優先株式の取得請求により交付された普通株式に対する最初の剰余金の配当または中間配当金は、

取得の請求がなされたときに属する事業年度の初めに取得があったものとみなしてこれを支払う。ただ

し、普通株式について中間配当として金銭の分配がなされた事業年度において、取得の請求が当該事業

年度の10月１日から翌年３月31日までになされたときは10月１日に取得があったものとみなしてこれ

を支払う。

(21）優先順位

当会社の発行する各種の種類株式の優先配当金、優先中間配当金および残余財産の分配の支払順位は、同

順位とする。

　　　６．(1）Ｂ種優先株式には会社法第322条第２項に規定する定款の定めを設けておりません。 

(2）Ｂ種優先株式は資金調達を目的として金融機関に対して議決権のない株式を発行したものであり、議決権

を有しないこととしている理由は、既存の株主への影響を考慮したためであります。

７．権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当はありません。

８．当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当はありません。

９．当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

該当はありません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式　
総数増減数
（千株）

発行済株式　
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金　
増減額
（百万円）

資本準備金　
残高
（百万円）

平成19年８月20日 

（注）１
－ － △2,500 5,030 △2,500 2,000

平成19年９月10日 

（注）２
△9,000 69,600 － 5,030 － 2,000

平成19年４月１日～

平成20年３月31日   

（注）３

4,288 73,888 225 5,255 225 2,225

平成20年４月１日～

平成21年３月31日   

（注）３

1,136 75,024 50 5,305 50 2,275

 （注)　１．会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金を減少し、その他資本剰　　　

　　　　　　余金に振り替えたものであります。

 　　　 ２．自己株式（優先株式）の買入れ消却を行ったものであります。

　　　　３．新株予約権の行使による増加であります。　　　　 
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（６）【所有者別状況】

①　普通株式

 平成23年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品　
取引業者

その他の　
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 9 42 62 13 2 5,833 5,961 －

所有株式数

（単元）
－ 6,458 1,354 10,369 368 4 47,378 65,931 93,594

所有株式数の

割合（％）
－ 9.79 2.05 15.73 0.56 0.01 71.86 100.00－

　（注）１．自己株式38,072株は、「個人その他」に38単元及び「単元未満株式の状況」に72株含めて記載しております。

２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、３単元含まれております。

②　Ａ種優先株式

 平成23年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品　
取引業者

その他の　
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － 1 － － － 1 －

所有株式数

（単元）
－ － － 2,000 － － － 2,000 －

所有株式数の

割合（％）
－ － － 100.00 － － － 100.00　 －

 

③　Ｂ種優先株式

 平成23年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品　
取引業者

その他の　
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 － － － － － 1 －

所有株式数

（単元）
－ 7,000 － － － － － 7,000 －

所有株式数の

割合（％）
－ 100.00 － － － － － 100.00－
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（７）【大株主の状況】

  平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 9,947 13.25

東洋商事㈱ 大阪市中央区瓦町２－５－14 7,673 10.22

夏川　鐵之助 兵庫県芦屋市 6,475 8.63

丸山　三千夫 山梨県中巨摩郡昭和町 2,340 3.11

竹甚板硝子㈱ 愛知県刈谷市司町６－27 2,100 2.79

太陽生命保険㈱ 東京都港区海岸１－２－３ 2,000 2.66

 第一紡績㈱
 大阪市中央区久太郎町１－６－29

 ＦＯＲＥＣＡＳＴ堺筋本町13階　
1,015 1.35

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 714 0.95

 鈴木　紀子  三重県四日市市 655 0.87

 龍寶　惟男  東京都渋谷区 640 0.85

計 － 33,559 44.73

　

なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

　 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合（％）

夏川　鐵之助 兵庫県芦屋市 6,475 9.82

東洋商事㈱ 大阪市中央区瓦町２－５－14 5,673 8.60

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 2,947 4.47

丸山　三千夫 山梨県中巨摩郡昭和町 2,340 3.55

竹甚板硝子㈱ 愛知県刈谷市司町６－27 2,100 3.18

太陽生命保険㈱ 東京都港区海岸１－２－３ 2,000 3.03

 第一紡績㈱
 大阪市中央区久太郎町１－６－29

 ＦＯＲＥＣＡＳＴ堺筋本町13階　
1,015 1.54

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 714 1.08

 鈴木　紀子  三重県四日市市 655 0.99

 龍寶　惟男  東京都渋谷区 640 0.97

計 － 24,559 37.27
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式 2,000,000

Ｂ種優先株式 7,000,000
－

「１(1）②　発行済株

式」の「内容」の記載

を参照

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 38,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 65,893,000 65,893 －

単元未満株式 普通株式 93,594 －
一単元（1,000株）　未

満の株式

発行済株式総数 75,024,594 － －

総株主の議決権 － 65,893 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名　
又は名称

所有者の住所
自己名義所有　
株式数（株）

他人名義所有　
株式数（株）

所有株式数の　
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

オーミケンシ株式

会社

大阪市中央区瓦町

２－５－14
38,000 － 38,000 0.0

計 － 38,000 － 38,000 0.0

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】  会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,676 91,128

当期間における取得自己株式 938 58,136

（注）当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 38,072 － 39,010 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

　 

 【株式の種類等】  種類株式（Ａ種優先株式及びＢ種優先株式）の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　     該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　     該当事項はありません。
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３【配当政策】

当社は、株主各位への配当政策は最重要政策の一つとして認識しており、収益状況、内部留保の充実等を総合的に勘

案し、安定配当を行うことを基本としております。

また、期末配当を基本方針としておりますが、中間配当の制度も定めております。

これら剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当社は、平成22年10月に経営体制及び管理体制を一元化し、経営効率の向上、業務の効率化、並びに経営資源の有効

活用を図り、企業価値を向上させることを目的として、当社連結子会社であるオーミ・リアルエステート㈱、ミカレ

ディ㈱、オーミケンシレーヨン㈱の３社を吸収合併致しました。

　当社といたしましては、合併を機に更なる事業の拡大、展開を図ってまいる所存であります。今般の東日本大震災に

より、今後の状況は極めて不透明ではありますが、今日までご支援を戴きました株主の皆様に感謝の意を表しますと

ともに、平成23年3月期の期末配当につきましては、１株当たり1円の記念配当を実施することといたしました。

また、優先株式の配当につきましては、定款の定めに従い、Ａ種優先株式は１株当たり12円55銭、Ｂ種優先株式は１

株当たり13円80銭の配当を実施いたします。　

今後、安定配当を確実なものとする収益体質を早急に確立し、出来る限り早期の普通配当の復配を目指して努力致

します。

当社は、「毎年９月30日を基準日として、取締役会の決議をもって、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

株式の種類 決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

普通株式
平成23年６月29日

定時株主総会決議
65 1.00

Ａ種優先株式
平成23年６月29日

定時株主総会決議
25 12.55

Ｂ種優先株式
平成23年６月29日

定時株主総会決議
96 13.80

　　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 普通株式

回次 第142期 第143期 第144期 第145期 第146期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円） 184 155 105 130 81

最低（円） 113 50 31 37 34

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

 普通株式 

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高（円） 50 61 63 64 70 81

最低（円） 44 44 56 58 58 34

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役会長

（代表取締

役）

 龍寶　惟男 昭和15年９月20日生

昭和38年４月大蔵省（現　財務省）入省

平成元年６月 国税庁調査査察部長

平成３年６月 退官

平成４年６月 当社取締役就任

平成10年６月代表取締役社長就任

平成22年６月代表取締役会長就任（現）

(注)4 
普通株式

640

取締役社長

（代表取締

役）

　 乙村　 誠 昭和23年11月29日生

昭和46年４月当社入社

平成６年６月 総務部長

平成12年６月取締役就任

平成19年５月管理部長兼ライフスタイル事業部

長

平成20年６月代表取締役専務取締役就任

平成22年６月代表取締役社長就任（現）

(注)4 

普通株式

22

専務取締役

（代表取締

役）

管理本部長兼関

連事業本部長
石原　美秀 昭和22年４月21日生

昭和45年４月当社入社

平成12年６月経営企画部長

平成16年６月取締役就任

平成22年６月代表取締役専務取締役就任（現）

平成22年７月管理本部長兼関連事業本部長

（現）

(注)4 
普通株式

10

取締役 繊維事業本部長 駒井　 譲 昭和24年11月16日生

昭和48年４月当社入社

平成18年４月東京テキスタイル事業部長

平成18年６月取締役就任（現）

平成23年４月繊維事業本部長（現）

(注)4 
普通株式

5

取締役 研究所長 浅見　孝志 昭和30年８月８日生

昭和53年４月当社入社

平成18年４月テキスタイル・アパレル事業部長

平成18年６月取締役就任（現）

平成23年４月研究所長（現）

(注)4 
普通株式

9

取締役　

繊維事業本部副

本部長、営業戦略

部長兼繊維素材

事業部長

伊藤　眞治 昭和31年10月２日生　

平成３年３月 東邦レーヨン株式会社（現　東邦テ

ナックス株式会社）入社

平成13年９月同社退社

平成13年10月当社入社　

平成18年４月繊維素材事業部長（現）　

平成20年６月取締役就任（現）

平成23年６月繊維事業本部副本部長（現）、営業

戦略部長（現）

(注)4
普通株式

3

取締役　

管理本部副本部

長兼総務・人事

部長

奥野　良幸 昭和25年８月４日生　

昭和49年４月当社入社

平成20年６月管理部長、人材・開発部長　

平成22年６月取締役就任（現）

平成22年７月管理本部副本部長兼総務・人事部

長（現）

(注)4
普通株式

7

取締役　

繊維事業本部副

本部長兼加古川

工場・研究所管

掌

前田　利文 昭和24年５月27日生　

昭和48年４月当社入社

平成18年４月生産・技術開発事業部長　

平成22年６月取締役就任（現）

平成23年４月繊維事業本部副本部長兼加古川工

場・研究所管掌（現）

(注)4
普通株式

10
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役  竹内　功夫 昭和19年９月７日生

昭和42年４月株式会社三菱銀行（現　株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行）入行

平成６年６月 同行取締役就任

平成９年６月 同行取締役退任

平成９年６月 東里株式会社（現　エムエスティ保

険サービス株式会社）取締役社長

就任

平成16年６月三菱レイヨン株式会社常勤監査役

就任

平成20年５月Ｊ．フロント　リテイリング株式会

社取締役就任（現）

平成20年６月当社取締役就任（現）

(注)4
普通株式

3

常勤監査役  大西　善晶 昭和26年２月24日生

昭和48年４月当社入社

平成18年４月管理部経理・財務グループ部長

平成20年６月監査役就任（現）

(注)5
普通株式

20

常勤監査役  和田　 昇 昭和24年11月30日生

昭和48年４月当社入社

平成18年４月管理部総務・人事グループ部長

平成20年６月ミカレディ株式会社常務執行役員

経営管理部長

平成22年６月監査役就任（現）

(注)4
普通株式

5

監査役  﨑山　信弘 大正14年11月７日生

昭和23年４月株式会社三菱銀行（現　株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行）入行

昭和52年６月同行検査部長（参与）

昭和60年７月当社監査役就任（現）

(注)5
普通株式

50

監査役  豊田　智郎 昭和12年９月９日生

昭和31年４月大蔵省（現　財務省）入省（大阪国

税局）

平成７年６月 大阪国税局南税務署長

平成８年６月 退官

平成８年10月税理士登録（現）

平成16年６月当社監査役就任（現）

(注)5
普通株式

20

監査役  浅田　美津子 昭和17年10月19日生

昭和38年４月経済企画庁（現　内閣府）入庁

平成11年４月経済企画庁物価局物価政策課庶務

室長

平成13年１月内閣府国民生活局消費者調整課課

長補佐

平成15年３月退官

平成16年１月内閣府経済財政諮問会議民間議員

室

平成18年11月社団法人日本リサーチ総合研究所

員（現）

平成20年６月監査役就任（現）

(注)5
普通株式

20

    計  
普通株式

824

　（注）１．取締役竹内功夫は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役﨑山信弘、豊田智郎及び浅田美津子は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．当社は執行役員制度を導入しております。執行役員はライフスタイル事業部長兼海外事業部長 中田邦彦、近

絹(上海)商貿有限公司董事総経理 井畑雅年、ソリューション事業部長 小田晃三、テキスタイル・アパレル

事業部長 下野宏一、加古川工場長 高口彰の５名であります。

４．平成22年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

５．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

・企業統治の体制の概要　

企業統治の体制につきましては、当社は会社法に基づく機関として、株主総会及び取締役の他、取締役会、監査

役、監査役会、会計監査人を設置しており、これらの機関の他に内部監査室を設置しております。

現行の体制につきましては、取締役の人数は９名（うち社外取締役1名、提出日現在）であり、執行役員は５名

（提出日現在）であります。取締役会には重要事項はすべて付議され、業務執行状況についても随時報告されて

おります。また監査役５名（うち社外監査役３名、提出日現在）による監査体制、並びに、監査役が会計監査人や

内部監査部門及び内部統制担当部門と連携を図っております。

当社の経営組織の概要は次のとおりであります。

・企業統治の体制を採用する理由

当社は会社運営にあたり、内部統制の機能を強化し、取締役会の活性化、経営の意思決定の迅速化を図るととも

に、経営の透明性を高め、経営参画の意識を高める等の施策に取り組み、企業価値を高めていくために企業統治の

体制を採用しております。

企業統治の体制を採用することにより、十分な執行・監督体制を構築しているものと考えております。

・内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムといたしましては企業行動規範をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を

役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範としております。また、その徹底を図る

ため、内部統制担当部門においてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部門を中心に役

職員教育等を行い、コンプライアンスの状況を監査しております。これらの活動は取締役会及び監査役会に報告

しております。また、法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段として通報窓口を設置

・運営しております。　

・リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制につきましてはコンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理等

に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの規程、研修の実施、マニュアルの作成

・配布等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は内部統制担当部門が行うものとしてお

ります。新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定めることとして

おります。また、当社では複数の顧問弁護士と顧問契約を結んでおり、必要に応じて法律面でのアドバイスを受け

ております。　

②　内部監査及び監査役監査の状況

　当社は、内部監査担当部門として３名で組織された内部監査室を設置しており、内部監査規程に基づき各部門及び

関係会社の監査に当っております。また、当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役２名と社外監査役３名が執

務し、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握する為、取締役会及び経営に係る重要な会議に出席する

とともに、稟議書等業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることとしております。ま

た、監査役は「監査役会規則」及び「監査役監査基準」に基づく独立性と権限により監査の実効性を確保するとと

もに内部監査室及び会計監査人と密接な連携を保ち、必要に応じて監査の内容について報告を受けることにより、

監査効率、監査成果の達成を図っております。内部監査室は会計監査人と協議の上年間計画を作成し、また内部監査

室と内部統制担当部門は会計監査人と進捗管理及び情報交換を行うことで連携を図っております。　

　なお、常勤監査役大西善晶は、当社の経理・財務部門に長年在籍し、決算手続並びに財務諸表の作成等に従事して

おりました。また、監査役豊田智郎は、税理士の資格を有しております。
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③　社外取締役及び社外監査役

　当社は独立性を保ち豊富な経験、知識を経営に活かしていただくことを目的として社外取締役を選任しておりま

す。また独立性を保ち中立的な立場から客観的に監査を実施していただくとともに、豊富な知識と判断力に基づく

取締役の職務執行に対する監査を実施していただくことを目的として社外監査役を選任しております。

　当社の社外取締役は取締役９名中１名、社外監査役は監査役５名中３名であります。取締役竹内功夫は金融機関そ

の他の企業の役員経験者として豊富な経験、知識を有しており、その識見を当社の経営に活かしていただくべく、社

外取締役として選任しております。監査役﨑山信弘は金融機関での永年の勤務経験があり、海外経験も深いことか

ら企業経営を客観的中立的に監査できるため、社外監査役として選任しております。監査役豊田智郎は税理士とし

て会社会計に関する豊富な知識と判断力に基づく取締役の職務執行への監査機能に期待するため、社外監査役とし

て選任しております。監査役浅田美津子は経済行政に携わった経験で培われた豊富な知識と判断力に基づく取締役

の職務執行への監査機能に期待するため、社外監査役として選任しております。社外取締役１名及び社外監査役３

名は、当社の株式を所有しております。社外取締役及び社外監査役と当社との間には取引等の利害関係はありませ

ん。社外監査役豊田智郎及び浅田美津子は東京証券取引所及び大阪証券取引所に対し、独立役員として届け出てお

ります。社外取締役及び社外監査役は取締役会、監査役会等においてそれぞれ専門的見地から適宜質問し意見を述

べております。社外取締役及び社外監査役は内部監査室及び会計監査人と相互に連携を保っております。取締役会

には内部統制担当部門の責任者も出席して、社外取締役及び社外監査役との連携を保っております。

④　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
59 33 － － 25 10

監査役

（社外監査役を除く。）
13 9 － － 3 3

社外役員 17 15 － － 1 4

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

     ２．取締役の報酬限度額は、昭和57年７月21日開催の第117回定時株主総会において年額144百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議されております。

　　 ３．監査役の報酬限度額は、昭和57年７月21日開催の第117回定時株主総会において年額36百万円以内と決

議されております。   

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　　当社の役員報酬等の額については、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、役職、在職年数等を勘案して

決定しております。なお、退職慰労金については株主総会の承認に基づき内規に従って算定しております。
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⑤　株式の保有状況　

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　８銘柄　40百万円

　

ロ. 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　　前事業年度

　　　該当事項はありません。　

　　当事業年度

　　　特定投資株式

　銘柄 　株式数（株）
　貸借対照表計上額　　　

　(百万円)　　　　　　　　　
　保有目的

　㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 　6,300 　12　取引関係の維持・強化

（注）上記株式は、平成22年10月１日の合併によりオーミ・リアルエステート㈱から引き継いだものであります。　
　　
　　　みなし保有株式

    　　該当事項はありません。

　

ハ. 保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額　　 

区分

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計上
額の合計額

貸借対照表計上
額の合計額

受取配当金の合
計額

売却損益の合計
額

評価損益の合計
額

非上場株式 － － － － －　

上記以外の株式 － 1 0 － －　

（注）上記株式は、平成22年10月１日の合併によりオーミ・リアルエステート㈱から引き継いだものであります。

　

⑥　会計監査の状況

当社は、会計監査人に永和監査法人を選任し、会社法及び金融商品取引法に基づく監査を受けております。当期に

おいて会計監査業務を執行した公認会計士は伊藤嘉基及び福島直の２名であり、会計監査業務に係る補助者は公認

会計士３名、その他２名であります。会計監査人と会社との間には公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はありません。　

⑦　取締役の定数

当社の取締役は17名以内とする旨定款に定めております。

⑧　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議は累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

⑨　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特

別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

⑩　自己の株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもっ

て市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。
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⑪　中間配当

当社は、毎年９月30日を基準日として、取締役会の決議をもって、中間配当金として剰余金の配当を行うことがで

きる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

⑫　種類株式（Ａ種優先株式及びＢ種優先株式）について議決権を有しないこととしている理由

優先株式は資金調達を目的として金融機関及び取引先に対して議決権のない株式を発行したものであり、既存の

株主への影響を考慮したためであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく　
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく　
報酬（百万円）

提出会社 25 － 24 －

連結子会社 － － － －

計 25 － 24 －

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、当社の規模等を勘案し適切に決

定しております。 
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）及び当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

の財務諸表について、永和監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※3
 818

※3
 1,497

受取手形及び売掛金 ※3
 2,446

※3
 2,535

商品及び製品 1,408 1,420

仕掛品 ※3
 494

※3
 505

原材料及び貯蔵品 ※3
 566

※3
 750

繰延税金資産 18 1,252

その他 364 297

貸倒引当金 △7 △8

流動資産合計 6,111 8,250

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※3
 1,345

※3
 1,103

機械装置及び運搬具（純額） 895 751

土地 ※3
 25,830

※3
 23,804

建設仮勘定 0 －

その他（純額） 143 156

有形固定資産合計 ※1
 28,215

※1
 25,816

無形固定資産 106 28

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 213

※2
 212

長期貸付金 41 41

その他 1,095 961

貸倒引当金 △150 △78

投資その他の資産合計 1,199 1,137

固定資産合計 29,521 26,982

資産合計 35,632 35,233
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,506 2,527

短期借入金 ※3
 9,719

※3
 10,405

リース債務 19 22

未払法人税等 162 129

賞与引当金 69 96

事業構造改善引当金 283 70

その他 818 650

流動負債合計 13,580 13,902

固定負債

長期借入金 ※3
 3,292

※3
 1,022

リース債務 91 79

繰延税金負債 8,131 8,871

退職給付引当金 753 825

役員退職慰労引当金 86 70

環境対策引当金 79 77

その他 1,130 1,122

固定負債合計 13,564 12,069

負債合計 27,144 25,971

純資産の部

株主資本

資本金 5,305 5,305

資本剰余金 2,424 2,424

利益剰余金 2,060 2,851

自己株式 △3 △3

株主資本合計 9,786 10,576

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3 2

為替換算調整勘定 △1,576 △1,655

その他の包括利益累計額合計 △1,573 △1,653

少数株主持分 275 338

純資産合計 8,487 9,261

負債純資産合計 35,632 35,233
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 17,163 16,810

売上原価 ※2
 13,233

※2
 13,176

売上総利益 3,929 3,633

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 3,016

※1, ※2
 2,738

営業利益 912 894

営業外収益

受取利息 9 20

受取配当金 1 1

為替差益 － 26

受取賃貸料 24 12

貯蔵品売却益 22 －

雑収入 88 45

営業外収益合計 147 107

営業外費用

支払利息 390 372

雑損失 184 184

営業外費用合計 575 557

経常利益 484 444

特別利益

固定資産売却益 ※3
 41

※3
 749

事業構造改善引当金戻入額 － 138

その他 1 14

特別利益合計 43 901

特別損失

固定資産廃棄損 ※4
 198

※4
 13

減損損失 ※5
 58

※5
 486

災害支援費用 － ※6
 38

合併関連費用 － ※7
 84

貸倒引当金繰入額 21 －

投資有価証券売却損 49 －

事業構造改善費用 ※8
 1,958 －

環境対策引当金繰入額 16 －

その他 51 36

特別損失合計 2,354 660

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△1,825 685

法人税、住民税及び事業税 165 96

法人税等調整額 △805 △490

法人税等合計 △639 △393

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,078

少数株主利益 2 92

当期純利益又は当期純損失（△） △1,188 986
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,078

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △0

為替換算調整勘定 － △108

その他の包括利益合計 － ※2
 △109

包括利益 － ※1
 969

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 906

少数株主に係る包括利益 － 62
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,305 5,305

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,305 5,305

資本剰余金

前期末残高 2,424 2,424

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,424 2,424

利益剰余金

前期末残高 3,339 2,060

当期変動額

剰余金の配当 △139 △195

当期純利益又は当期純損失（△） △1,188 986

連結範囲の変動 48 －

当期変動額合計 △1,279 790

当期末残高 2,060 2,851

自己株式

前期末残高 △3 △3

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △3

株主資本合計

前期末残高 11,065 9,786

当期変動額

剰余金の配当 △139 △195

当期純利益又は当期純損失（△） △1,188 986

自己株式の取得 △0 △0

連結範囲の変動 48 －

当期変動額合計 △1,279 790

当期末残高 9,786 10,576
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 2 3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 △0

当期変動額合計 1 △0

当期末残高 3 2

為替換算調整勘定

前期末残高 △1,749 △1,576

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

172 △78

当期変動額合計 172 △78

当期末残高 △1,576 △1,655

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △1,747 △1,573

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

173 △79

当期変動額合計 173 △79

当期末残高 △1,573 △1,653

少数株主持分

前期末残高 202 275

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 72 62

当期変動額合計 72 62

当期末残高 275 338

純資産合計

前期末残高 9,520 8,487

当期変動額

剰余金の配当 △139 △195

当期純利益又は当期純損失（△） △1,188 986

自己株式の取得 △0 △0

連結範囲の変動 48 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 246 △16

当期変動額合計 △1,033 773

当期末残高 8,487 9,261
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△1,825 685

減価償却費 387 326

減損損失 58 486

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,038 71

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16 △15

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 △70

投資損失引当金の増減額（△は減少） △5 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △6 26

たな卸資産処分損 51 20

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） 283 △74

事業構造改善費用 78 －

その他の引当金の増減額（△は減少） △64 △1

有形固定資産除売却損益（△は益） 156 △735

投資有価証券売却損益（△は益） 49 －

受取利息及び受取配当金 △11 △22

支払利息 390 372

売上債権の増減額（△は増加） 645 △135

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,169 △249

仕入債務の増減額（△は減少） △1,038 43

未払消費税等の増減額（△は減少） △1 △8

その他 △117 △140

小計 △834 579

利息及び配当金の受取額 11 22

利息の支払額 △399 △369

法人税等の支払額 △47 △135

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,270 96

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △124 △312

定期預金の払戻による収入 － 246

有形固定資産の取得による支出 △247 △176

有形固定資産の売却による収入 80 2,499

投資有価証券の取得による支出 △5 △0

投資有価証券の売却による収入 9 0

敷金の回収による収入 54 56

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

30 －

その他 5 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △197 2,308

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △728 △208

長期借入れによる収入 2,356 752

長期借入金の返済による支出 △155 △2,100

リース債務の返済による支出 △15 △21

配当金の支払額 △139 △194

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,317 △1,773
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 20 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △130 621

現金及び現金同等物の期首残高 822 691

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △0 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 691

※
 1,313
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　８社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況　４．関係

会社の状況」に記載しているため、省略しております。

　連結子会社のうち、オーミケンシキャリアサービス株

式会社については平成21年５月29日に全株式を譲渡し

たため、当連結会計年度より連結の範囲から除外して

おります。

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　５社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況　４．関係

会社の状況」に記載しているため、省略しております。

　なお、オーミ・リアルエステート㈱、ミカレディ㈱、

オーミケンシレーヨン㈱は平成22年10月1日に当社に

吸収合併されたことにより、消滅しております。

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

　オーミビジネス・エンジニアリング㈱

　オーミ建設㈱

（連結の範囲から除いた理由）　

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

　オーミビジネス・エンジニアリング㈱

　

（連結の範囲から除いた理由）　

　　　　　　　　　　同左

２．持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない非連結子会社オーミ建設㈱他

は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法の適用範囲から除外してお

ります。

２．持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちオーミ・ド・ブラジルテキスタイル

㈱及び近絹（上海）商貿有限公司は、12月31日が決算日

であります。

　連結財務諸表作成にあたり、同日現在の財務諸表を使

用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　　　　　　　　　　同左

　

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を

採用しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券…同左

その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。

その他有価証券

時価のあるもの…同左　

時価のないもの…移動平均法による原価法を

採用しております。

時価のないもの…同左
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

②　デリバティブ

　時価法

②　デリバティブ

同左

③　たな卸資産

    移動平均法による原価法

　　ただし、販売用不動産の評価については、個別法に

よる原価法を採用しております。

　　なお、貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定しております。

③　たな卸資産

  　　　　　　　　  同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

当社

建物（建物附属設備を含む）……定額法

建物以外……………………………定率法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　　　　同左

当社以外の連結子会社

……主として定額法を採用しております。

　

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　７～47年

機械装置及び運搬具　　２～10年 

　

　　②　無形固定資産（リース資産を除く）

……当社及び連結子会社は、主として

定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

　　②　無形固定資産（リース資産を除く）

同左

③　リース資産……リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用してお

ります。

なお、所有権移転外ファイナンス

・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

③　リース資産……リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用してお

ります。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収の可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当

連結会計年度の負担額を計上しております。

②　賞与引当金

同左
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

③　事業構造改善引当金

　事業構造の改善に伴い発生する損失に備えるため、

今後発生が見込まれる費用について、合理的に見積

られる金額を計上しております。

③　事業構造改善引当金

　　　　　　　　　同左

④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込み額に基づき計上して

おります。

④　退職給付引当金

同左

⑤　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

同左

⑥　環境対策引当金

　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の処分に係る支出

に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計

上しております。　　　　　 

⑥　環境対策引当金

　　同左　　　　　 

(4）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）

②　その他の工事

　　工事完成基準

（追加情報）

　請負工事に係る収益の計上基準については、当連結会計年

度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第

15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年

12月27日）を適用し、当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。

(4）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例　　

　　　　　　

　法）

②　その他の工事

　　工事完成基準

 

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及び負債は決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に

含めて計上しております。 

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

同左
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ

　なお、金利スワップのうち金融商品会計基準に定め

る特例処理の適用要件を満たしているものについて

は、特例処理を行っております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ、金利オプション

ヘッジ対象……変動金利借入金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

　リスク管理方針に関する社内規定に従い、ヘッジ対

象の金利上昇リスクを回避することを目的としてお

ります。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの相場変動

額又はキャッシュ・フロー変動額を基礎にして、

ヘッジの有効性を評価しております。ただし、特例処

理によっている金利スワップについては有効性の評

価を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

（7）　　　　　　　────── （7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

　手許資金、随時引き出し可能な預金及び取得日から3

　ヶ月以内に満期日が到来する定期性預金等からなっ

ております。　

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

　税抜き方式

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

②　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

②　連結納税制度の適用

同左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価

評価法を採用しております。

５．                ──────              

　

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、投資効果の発現する期間　　　　

　を見積り20年以内の定額法により償却を行っておりま

すが、重要性がないものについては発生年度に全額償却

を行っております。 

６．　　　　　　　　──────

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び取得日から３ヶ

月以内に満期日が到来する定期性預金等からなっており

ます。

７．　　　　　　　　──────
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

──────

　

　

　

　

　

　

──────

　

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号　平成20年3月31日）及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号　平成20年3月31日）を適用しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

　

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企

業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に

関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26

日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」

（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平成20年12月26

日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　

平成20年12月26日日公表分）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。　
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「受取賃貸料」は、営業外収益総額

の100分の10を超えたため、当連結会計年度では区分掲記す

ることとしました。なお、前連結会計年度の営業外収益の

「その他」に含まれる「受取賃貸料」は32百万円でありま

す。

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「未払消費税等の

増減額（△は減少）」は、当連結会計年度において、金額的

重要性が乏しくなったため「その他」に含めております。

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている「未払

消費税等の増減額（△は減少）」は△1百万円であります。

（連結損益計算書）

１．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令

第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の

科目で表示しております。

２．前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「為替差益」は、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記することとしました。

　なお、前連結会計年度における「為替差益」は1百万円で

あります。

３．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「貯蔵品

売却益」（当連結会計年度は0百万円）は、営業外収益の総

額の100分の10以下となったため、営業外収益の「その他」

に含めて表示することとしました。

４．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「貸倒引

当金繰入額」（当連結会計年度は0百万円）は、特別損失の

総額の100分の10以下となったため、特別損失の「その他」

に含めて表示することとしました。

　

　

――――――

　

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── 　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「そ

の他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、

「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金

額を記載しております。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、

10,302百万円であります。

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、

9,844百万円であります。

※２　非連結子会社及び関連会社に対する主な資産は次の

とおりであります。

※２　非連結子会社及び関連会社に対する主な資産は次の

とおりであります。

投資有価証券（株式）     170百万円 投資有価証券（株式）     170百万円

※３　担保に供している資産 ※３　担保に供している資産

　有形固定資産のうち「建物及び構築物および土地」

の合計25,416百万円、仕掛品98百万円、原材料及び貯蔵

品227百万円、受取手形235百万円については、借入金の

工場財団抵当他に供しております。また、預金2百万円

については木管保証金保全協会へ取引保証として差入

れております。

　有形固定資産のうち「建物及び構築物および土地」

の合計23,318百万円、仕掛品98百万円、原材料及び貯蔵

品406百万円、受取手形322百万円については、借入金の

工場財団抵当他に供しております。また、預金2百万円

については木管保証金保全協会へ取引保証として差入

れております。

上記に対する債務  

短期借入金（１年内返済予定

の長期借入金を含む）
7,477百万円

長期借入金 3,029百万円

合計 10,507百万円

上記に対する債務  

短期借入金（１年内返済予定

の長期借入金を含む）
9,305百万円

長期借入金 645百万円

合計 9,951百万円

　 　

　４　受取手形割引高 816百万円 　４　受取手形割引高 779百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

※１　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

１．運送費 350百万円

２．給料賃金 763百万円

３．賞与引当金繰入額 40百万円

４．退職給付引当金繰入額 78百万円

５．賃借料 371百万円

１．運送費 332百万円

２．給料賃金 588百万円

３．賞与引当金繰入額 50百万円

４．退職給付引当金繰入額 70百万円

５．賃借料 379百万円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

110百万円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

116百万円

※３　機械装置他の売却益41百万円であります。 ※３　東京都大田区の土地等売却益725百万円他によるもの

であります。

※４　機械装置他の廃棄損であります。 ※４　機械装置他の廃棄損であります。

※５　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しております。

※５　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

東京都中央区
他

店舗その他 
建物及び構築物
他

長野県飯田市
編物製造設備
 

機械装置及び運
搬具

　当社グループは、事業用の資産については継続的に損

益を把握している管理会計の区分に基づき、工場別・

製品別等の単位によりグルーピングしております。ま

た、遊休資産等については個別に取り扱っております。

　当連結会計年度において、東京都中央区他の店舗その

他については当該事業が継続して営業損失を計上して

いるため、また長野県飯田市の編物製造設備について

は、当該工場の操業を休止し設備の一部を兵庫県加古

川市の工場に移設したことに伴い、それぞれ帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（

58百万円）として特別損失に計上いたしました。その

内訳は店舗その他（建物及び構築物29百万円及びその

他1百万円）、編物製造設備（機械装置及び運搬具27百

万円）であります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、正味売却価額は処分可能価額を用いております。

場所 用途 種類

岐阜県大垣市 旧福利施設 土地及び建物他

　当社グループは、事業用の資産については継続的に損

益を把握している管理会計の区分に基づき、工場別・

製品別等の単位によりグルーピングしております。ま

た、遊休資産等については個別に取り扱っております。

　当連結会計年度において、岐阜県大垣市の旧福利施設

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（土地418百万円、建物65百万円、構築

物1百万円）として特別損失に計上いたしました。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、不動産鑑定評価により評価しております。

────── ※６　東日本大震災の被災者に対して不織布マスクを提供

したものであります。

────── ※７　合併に係る登録免許税他であります。

※８　工場休止、人材派遣事業撤退、婦人服事業縮小等事業

再編に伴う退職金、事業撤退費用等1,704百万円、操業

短縮に伴う費用254百万円他であります。

──────
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（連結包括利益計算書関係）
　
当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）　

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 △1,014百万円

少数株主に係る包括利益 72

計 △941
　
※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1百万円

為替換算調整勘定 243

計 244
　

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 66,024 － － 66,024

Ａ種優先株式 2,000 － － 2,000

Ｂ種優先株式 7,000 － － 7,000

合計 75,024 － － 75,024

自己株式     

普通株式（注） 33 2 － 36

合計 33 2 － 36

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

　１株当たり
　配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日

定時株主総会

普通株式 － － 平成21年３月31日 －

Ａ種優先株式 28 14.495平成21年３月31日平成21年６月29日

Ｂ種優先株式 110 15.745平成21年３月31日平成21年６月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日

定時株主総会

普通株式 65 利益剰余金 1.00平成22年３月31日平成22年６月30日

Ａ種優先株式 26 利益剰余金 13.45平成22年３月31日平成22年６月30日

Ｂ種優先株式 102 利益剰余金 14.70平成22年３月31日平成22年６月30日
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 66,024 － － 66,024

Ａ種優先株式 2,000 － － 2,000

Ｂ種優先株式 7,000 － － 7,000

合計 75,024 － － 75,024

自己株式     

普通株式（注） 36 2 － 38

合計 36 2 － 38

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

　１株当たり
　配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日

定時株主総会

普通株式 65 1.00平成22年３月31日平成22年６月30日

Ａ種優先株式 26 13.45平成22年３月31日平成22年６月30日

Ｂ種優先株式 102 14.70平成22年３月31日平成22年６月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日

定時株主総会

普通株式 65 利益剰余金 1.00平成23年３月31日平成23年６月30日

Ａ種優先株式 25 利益剰余金 12.55平成23年３月31日平成23年６月30日

Ｂ種優先株式 96 利益剰余金 13.80平成23年３月31日平成23年６月30日

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在）

 (百万円)

現金及び預金勘定 818

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △127

現金及び現金同等物 691

 

 (百万円)

現金及び預金勘定 1,497

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △184

現金及び現金同等物 1,313
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　繊維事業における生産設備（機械装置及び運搬具）であ

ります。

＿＿＿＿＿＿＿＿

　

　②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．

会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。

 

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装置
及び運搬
具

6 5 0

合計 6 5 0

　

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

　

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 

支払リース料 29百万円

リース資産減損勘定の取崩額 40百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 1百万円

減損損失 －百万円

     

   

　  

  

  

(4)　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

 

 

(5)　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。

　

（減損損失について）　

 リース資産に配分された減損損失はありません。　
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針　

当社グループは、資金運用については短期的な預金等を中心に、銀行等金融機関からの借入により資金を

調達しております。デリバティブは、金利変動リスクの回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針

であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク　

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、取引先企業に対し

長期貸付を行っており、信用リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、５ヶ月以内の支払期日であります。借入金の使途は運転資金及び

設備投資資金であり、ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投資に係る資金調達を目的とし

たものであります。一部の長期借入金の金利変動リスクに対しては、金利スワップ取引により支払利息の固

定化を実施しております。営業債務、借入金及びリース債務は、流動性リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、有利子負債の将来的な金利上昇リスクをヘッジするために行っております。また、当

社グループのデリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であるため、信用リスクは極めて低い

と認識しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評

価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する

事項　(６)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。　

(3)金融商品に係るリスク管理体制　　

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

受取手形、売掛金及び長期貸付金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って

おります。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループでは、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などによ

り、流動性リスクを管理しております。　

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリ

バティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すもの

ではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

                                                          

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)　
時価（百万円) 差 額（百万円） 　

(1）現金及び預金 818 818 － 　

(2）受取手形及び売掛金 2,446 2,446 － 　

(3）投資有価証券 　 　 　 　

　　その他有価証券 15 15 － 　

(4）長期貸付金 41  　 　　　　 　 　

　　貸倒引当金(*) △36             　 　

　 5 5 － 　

資産計　 3,286 3,286 － 　

(1）支払手形及び買掛金      2,506 2,506 － 　

(2）短期借入金               9,719 9,719　　　　　　　　　　　0　 　

(3) リース債務（流動負債）　 19 17 △1 　

(4) 長期借入金　 3,292 3,273 △18　

(5) リース債務（固定負債）　 91 82　 △8 　

負債計　 15,629 15,600 △29　

デリバティブ取引　　 －　 －　 －　 　

(*) 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。　
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(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産　

(1) 現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

(4) 長期貸付金

　長期貸付金の時価の算定は、貸倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を

算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似し

ており、当該価額をもって時価としております。　

負債　

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。また、

一部の短期借入金については、同様の新規借入を行った場合に想定される合理的な利率で割り引いて算定する方法

によっております。

(3) リース債務(流動負債)、(4) 長期借入金、(5) リース債務(固定負債)

　これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。また、一部の変動金利による長期借入金については金利スワップの特例処

理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適

用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

デリバティブ取引 

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。 

　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　区分　 　連結貸借対照表計上額（百万円）

　非上場株式 　197

　　　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券 その

他有価証券」には含めておりません。 

　　３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額　

　
　1年以内

　（百万円）　

　1年超5年以内

　（百万円）　

　5年超10年以内

　（百万円）　

　10年超

　（百万円）　

現金及び預金 　818 　－ 　－ 　－

受取手形及び売掛金 　2,446 　－ 　－ 　－

　合計 　3,264 　－ 　－ 　－

　　４．長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返還予定額

　　　　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。　

(追加情報)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針　

当社グループは、資金運用については短期的な預金等を中心に行っており、資金調達については銀行等金

融機関からの借入により行っております。デリバティブは、金利変動リスクの回避を目的としており、投機的

な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク　

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、取引先企業に対し

長期貸付を行っており、信用リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、５ヶ月以内の支払期日であります。借入金の使途は運転資金及び

設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対しては、金利スワップ取引により支払利息の

固定化を実施しております。営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、有利子負債の将来的な金利上昇リスクをヘッジするために行っております。また、当

社グループのデリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であるため、信用リスクは極めて低い

と認識しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評

価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する

事項　(６)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。　

(3)金融商品に係るリスク管理体制　　

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

受取手形、売掛金及び長期貸付金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って

おります。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループでは、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などによ

り、流動性リスクを管理しております。　

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリ

バティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すもの

ではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

                                                          

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)　
時価（百万円) 差 額（百万円） 　

(1）現金及び預金 1,497 1,497     - 　

(2）受取手形及び売掛金 2,535 2,535     - 　

(3）投資有価証券 　 　 　 　

　　その他有価証券 14 14     - 　

(4）長期貸付金 41  　 　　　　 　 　

　　貸倒引当金(*) △36             　 　

　 5 5     - 　

資産計　 4,051 4,051     - 　

(1）支払手形及び買掛金      2,527 2,527     - 　

(2）短期借入金               10,405 10,405 -　 　

(4) 長期借入金　 1,022 1,022 △0 　

負債計　 13,955 13,955 △0 　

デリバティブ取引　　     -     -     - 　

(*) 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。　
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(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産　

(1) 現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

　投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。

(4) 長期貸付金

　長期貸付金の時価の算定は、貸倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を

算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似し

ており、当該価額をもって時価としております。　

負債　

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。また、一部の変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされてお

り、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見

積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

デリバティブ取引 

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。 

　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　区分　 　連結貸借対照表計上額（百万円）

　非上場株式 197

　　　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券 その

他有価証券」には含めておりません。 

　　３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額　

　
　1年以内

　（百万円）　

　1年超5年以内

　（百万円）　

　5年超10年以内

　（百万円）　

　10年超

　（百万円）　

現金及び預金 　1,497 　    - 　    - 　    -

受取手形及び売掛金 　2,535 　    - 　    - 　    -

　合計 　4,032 　    - 　    - 　    -

　　４．長期借入金の連結決算日後の返還予定額

　　　　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。　
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（有価証券関係）

前連結会計年度

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表  
計上額（百万円）

取得原価　
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 15 9 5

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 15 9 5

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 15 9 5

　　　　　２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

種類　 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

　(1)株式　 9 0 0

　(2)債券 － － －

　(3)その他 － － －

合計 9 0 0
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当連結会計年度

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表  
計上額（百万円）

取得原価　
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 14 9 4

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 14 9 4

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 14 9 4

　　　　　２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

種類　 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

　(1)株式　 － － －

　(2)債券 － － －

　(3)その他 0 － －

合計 0 － －
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　金利関連

　

ヘッジ会計の方法

　

　

取引の種類

　

　

主なヘッジ対象

　

前連結会計年度（平成22年3月31日)

契約額等(百万円)
契約額等のうち１

年超(百万円)
時価(百万円)

金利スワップの特

例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支

払　

長期借入金 　1,000 　1,000　　　　(注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

　ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　該当事項はありません。

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　金利関連

　

ヘッジ会計の方法

　

　

取引の種類

　

　

主なヘッジ対象

　

当連結会計年度（平成23年3月31日)

契約額等(百万円)
契約額等のうち１

年超(百万円)
時価(百万円)

金利スワップの特

例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支

払　

長期借入金 　1,000 　1,000　　　　(注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

　ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

  
前連結会計年度

（平成22年３月31日）
当連結会計年度

（平成23年３月31日）
 　

 イ．退職給付債務（百万円） △753 △825 　

 ロ．年金資産（百万円） － －  　

 ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）（百万円） △753 △825 　

 ニ．会計基準変更時差異の未処理額（百万円） － －  　

 ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ）（百万円） △753 △825 　

     　

３．退職給付費用に関する事項

  
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 　

 退職給付費用    　

 イ．勤務費用（百万円） 130 92 　

 ロ．会計基準変更時差異の費用処理額（百万円） － －  　

 ハ．退職給付費用（イ＋ロ）（百万円） 130 92 　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

　当社及び国内連結子会社は、「退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）」（日本公認会計士協会　会計制度委員

会報告第13号）に定める簡便法（期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法）を採用しております。

　会計基準変更時差異については、適用初年度に一括処理し

ております。

当社は、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」

（日本公認会計士協会　会計制度委員会報告第13号）に定

める簡便法（期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法）を採用しております。

　会計基準変更時差異については、適用初年度に一括処理し

ております。

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 （百万円）

退職給付引当金 307

役員退職慰労引当金 35

減損損失 59

賞与引当金 28

貸倒引当金 38

事業構造改善引当金 116

環境対策引当金 33

たな卸資産評価損 24

繰越欠損金 2,396

その他 11

繰延税金資産小計 3,052

評価性引当額 △1,813

繰延税金資産合計 1,238

繰延税金負債  

分割承継土地評価差額 △9,305

固定資産圧縮積立金 △39

その他 △7

繰延税金負債合計 △9,352

繰延税金負債の純額 △8,113

繰延税金資産 （百万円）

退職給付引当金 335

役員退職慰労引当金 28

減損損失 31

賞与引当金 39

貸倒引当金 27

事業構造改善引当金 28

環境対策引当金 31

たな卸資産評価損 20

繰越欠損金 2,002

その他 27

繰延税金資産小計 2,572

評価性引当額 △1,320

繰延税金資産合計 1,252

繰延税金負債  

土地評価差額 △8,835

固定資産圧縮積立金 △34

その他 △1

繰延税金負債合計 △8,871

繰延税金負債の純額 △7,619

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

 （百万円）

流動資産－繰延税金資産 18

固定負債－繰延税金負債 △8,131

 （百万円）

流動資産－繰延税金資産 1,252

固定負債－繰延税金負債 △8,871

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　税金等調整前当期純損失のため、記載を省略しており

ます。

 （％）

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
4.5

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目
△0.0

住民税均等割 0.5

税務上の繰越欠損金の利用 △46.8

評価性引当額の増減等 △56.2

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
△57.4
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（企業結合等関係）

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。　

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

共通支配下の取引等

１．取引の概要

（1）対象となった相手企業の名称及びその事業の内容

相手企業の名称　 事業の内容　

オーミ・リアルエステート株式会社 不動産賃貸業

ミカレディ株式会社 婦人衣料品の販売

オーミケンシレーヨン株式会社 レーヨン綿・糸の製造及び加工

（2）企業結合日

平成22年10月１日

（3）企業結合の法的形式

当社を存続会社とし、オーミ・リアルエステート株式会社（連結子会社）、ミカレディ株式会社（連結子会

社）及びオーミケンシレーヨン株式会社（連結子会社）を消滅会社とした吸収合併

（4）結合後企業の名称

オーミケンシ株式会社

（5）その他取引の概要に関する事項

当社の経営体制及び管理体制を一元化し、経営効率の向上、業務の効率化、並びに経営資源の有効活用を図り、

企業価値を向上させることを目的としております。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取

引として処理しております。　
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（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　
当社の一部の連結子会社では、兵庫県や岐阜県その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸土地

や賃貸建物を所有しております。平成22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,019百万円(賃貸

収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上)であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価　

　　　　　　　　　　　　　　　

(百万円)　前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

8,186 5,225 13,412 18,611

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は飯田工場及び大垣EP事業所の休止等(5,226百万円)であり、

主な減少額は不動産売却(0百万円)であります。

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ

く金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用い

て調整を行ったものを含む。)であります。

　

（追加情報）

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」 (企業会計基準第20号　平成20年11月28

日) 及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」 (企業会計基準適用指針第23号　 平成20年

11月28日)を適用しております。

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　
当社及び一部の連結子会社では、兵庫県や岐阜県その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸土

地や賃貸建物を所有しております。平成23年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,013百万円(賃

貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上)、減損損失は486百万円（特別損失に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価　

　　　　　　　　　　　　　　　

(百万円)　前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

13,412 △352 13,059 16,985

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は賃貸土地の増加(110百万円)であり、主な減少額は減損損失

(486百万円)であります。

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ

く金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用い

て調整を行ったものを含む。)であります。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
繊維事業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

電子事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する　売

上高
14,451 1,431 821 458 17,163 － 17,163

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
24 514 － 0 539 (539) －

計 14,475 1,946 821 459 17,702 (539) 17,163

営業費用 14,144 950 820 480 16,396 (146) 16,250

営業利益（又は営業損

失）
330 995 0 △21 1,305 (392) 912

Ⅱ．資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出
       

資産 19,812 9,169 69 343 29,394 6,237 35,632

減価償却費 340 2 18 0 362 25 387

減損損失 58 － － － 58 － 58

資本的支出 226 － 1 － 228 2 230

 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な製品

繊維事業……レーヨン綿、紡績糸、編織物、婦人服

不動産事業…不動産賃貸等、住宅建築

電子事業……電子部品

その他事業…園芸事業

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は442百万円であり、その主なものは、

当社の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,275百万円であり、その主なものは、操業を停止

した工場用地及び管理部門に係る資産等であります。

５. 電子事業の主な製品又は事業である電子部品につきましては、当連結会計年度において同事業より撤退してお

ります。

６．その他事業の主な製品又は事業であった人材派遣業につきましては、当連結会計年度における事業譲渡に伴

い、主な製品又は事業ではなくなっております。 
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
日本

（百万円）
中南米
（百万円）

その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円） 　

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　　売上高
                        　

(1）外部顧客に対する売上高 14,232 2,556 374 17,163 － 17,163　
(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － － 　

計 14,232 2,556 374 17,163 － 17,163　

　　　営業費用 13,104 2,354 348 15,807 442 16,250　

　　　営業利益 1,127 201 25 1,355 (442) 912 　

Ⅱ　資産 27,491 1,734 131 29,356 6,275 35,632　

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

（1）　中   南   米・・・ブラジル

（2）　その他の地域・・・中国

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は442百万円であり、その主なものは、

当社の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,275百万円であり、その主なものは、操業を停止

した工場用地及び管理部門に係る資産等であります。

 　

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 中南米 その他の地域 計 　

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,556 1,490 4,047 

 Ⅱ　連結売上高（百万円）   17,163 

 Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高
14.9 8.7 23.6 

　　の割合（％）

（注）１.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２.各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。　

（1）　中   南   米・・・ブラジル　　

（2）　その他の地域・・・米国、中国　

３.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

当連結会計年度（自　平成22年４月１日  至　平成23年３月31日）

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、製品・サービス別の生産販売体制を有し、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、生産販売体制を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、

「繊維」、「不動産」の２つを報告セグメントとしております。

「繊維」は、レーヨン綿、紡績糸、編織物等の生産販売を行う事業、「不動産」は、不動産賃貸、住宅分譲等を行

う事業であります。　　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、「連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。

　棚卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げ前の価額で評価しております。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　

 
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

繊維 不動産 計

売上高        
外部顧客への売上高 14,451　 1,43115,8821,28017,163 － 17,163
セグメント間の内部売上
高又は振替高

24 514 538 0 539 △539 －

計 14,4751,94616,4211,28017,702△539 17,163
セグメント利益又は損失
(△)

330 995 1,326 △20 1,305△392 912

セグメント資産 19,8129,16928,981 412 29,3946,237　 35,632
その他の項目        
減価償却費 340 2 342 19 362 25 387
減損損失 58 － 58 － 58 － 58
有形固定資産及び無形固
定資産の増加額

226　 －　 226　    1　　 228　       2 230　
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　当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　

 
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

繊維 不動産 計

売上高        
外部顧客への売上高 14,946　 1,35416,301 508 16,810 － 16,810
セグメント間の内部売上
高又は振替高

12 211 223 － 223 △223 －

計 14,9581,56516,524 508 17,033△223 16,810
セグメント利益又は損失
(△)

489 943 1,432 △70 1,362△467 894

セグメント資産 17,8459,19927,045 508 27,5537,679　 35,233
その他の項目        
減価償却費 276 1 278 1 279 46 326
減損損失 － － － － － 486 486

有形固定資産及び無形固
定資産の増加額

129　 －　 129　
      －　

　
129　       31 161　

　　　　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェア開発・販売、園芸

事業等を含んでおります。

２．調整額の内容は以下のとおりであります。 

　　　　 セグメント利益又は損失（△） 　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 50 46

全社費用※ △442 △514

合計 △392 △467

※全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 　　　　セグメント資産　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

債権の相殺消去等　 △38 △0

全社資産※ 6,275 7,679

合計 6,237 7,679

※全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない操業を停止した工場用地及び管理部門に係る資産等で

あります。

減損損失の調整額は、報告セグメントに帰属しない全社資産に対するものであります。　

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、管理部門に係る設備投資額であります。　

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

当連結会計年度（自　平成22年４月１日  至　平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報　

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　
日本 中南米　 その他の地域 合計

12,983 3,294 532 16,810

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報　

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の１０％以上を占める相手先がないため、記載　　　　

　はありません。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自　平成22年４月１日  至　平成23年３月31日）

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自　平成22年４月１日  至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自　平成22年４月１日  至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３

月21日）を適用しております。　　

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 54.29円

１株当たり当期純損失金額 19.97円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり純資産額 65.19円

１株当たり当期純利益金額 13.10円

潜在株式調整後１株当たり 8.28円

当期純利益金額

　（注）１．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額（△）
　 　

当期純利益又は当期純損失（△）（百万

円）
△1,188 986

普通株主に帰属しない金額（百万円） 129 121

（うち優先配当額） (129) (121)

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円）
△1,318 864

普通株式の期中平均株式数（千株） 65,989 65,987

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額（百万円） － 121

（うち優先配当額）  (－) (121)

普通株式増加数（千株） － 53,199

（うち優先株式）  (－) (53,199)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

Ａ種優先株式（発行価額の総額

1,000百万円）

Ｂ種優先株式（発行価額の総額

3,500百万円）。

なお、概要は「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況」に記載のと

おりであります。

──────

　（注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末

  （平成22年３月31日）
当連結会計年度末

  （平成23年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 8,487 9,261

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 4,905 4,959

（うち優先株式払込金額） (4,500) (4,500)

（うち優先配当額） (129) (121)

（うち少数株主持分） (275) (338)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 3,582 4,301

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通

株式の数（千株）
65,988 65,986
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当社グループは平成22年４月27日開催の取締役会にお

いて、当社連結子会社であるオーミ・リアルエステート

㈱、ミカレディ㈱、オーミケンシレーヨン㈱の３社を吸収

合併することを決議し、平成22年５月13日開催の取締役会

において、合併契約の締結を決議し、同日、合併契約書に正

式調印し、平成22年6月29日開催の株主総会において承認

可決されました。

１．合併の目的

当社は、経営体制及び管理体制を一元化し、経営効率の

向上、業務の効率化、並びに経営資源の有効活用を図り、企

業価値を向上させることを目的としております。

２．合併の要旨

(1)合併の日程

合併決議取締役会　　　平成22年４月27日

合併契約締結　　　　　平成22年５月13日

合併契約承認株主総会　平成22年６月29日

合併期日（効力発生日）平成22年10月１日（予定）

(2)合併の方式

当社を存続会社とし、オーミ・リアルエステート㈱、

ミカレディ㈱、オーミケンシレーヨン㈱を消滅会社とす

る吸収合併方式によります。

(3)合併に係る割当ての内容

当社が100%出資する連結子会社との合併であるため、

本合併による新株式の発行及び合併交付金等の支払は

ありません。

　

──────
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 9,220 8,984 2.9 －

１年以内に返済予定の長期借入金 498 1,420 2.9 －

１年以内に返済予定のリース債務 19 22 2.7 －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,292 1,022 2.5平成24年～31年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）　 91 79 2.7 －　

その他有利子負債 － － － －

合計 13,122 11,529 2.8 －

　（注）１．平均利率については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予

定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 320 248 168 172

リース債務 21 21 21 13

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。　

　

（２）【その他】

　　当連結会計年度における四半期情報 

　 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

　
自平成22年４月１日

至平成22年６月30日

自平成22年７月１日
至平成22年９月30日

自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

自平成23年１月１日

至平成23年３月31日

売上高（百万円） 4,130 4,228 4,250 4,201

税金等調整前四半期純利

益金額又は税金等調整前

四半期純損失金額（△）

（百万円）

903 116 109 △444

四半期純利益金額    

（百万円）
771 134 53 26

１株当たり四半期純利益

金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）

（円）

11.22 1.58 0.36 △0.06
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 362

※1
 1,234

受取手形 570 517

売掛金 1,217 1,314

リース投資資産 8 －

商品及び製品 1,330 1,198

仕掛品 349 ※1
 453

原材料及び貯蔵品 223 330

前払費用 70 127

関係会社短期貸付金 510 －

繰延税金資産 － 1,237

未収入金 ※2
 705 －

その他 17 249

貸倒引当金 △6 △9

流動資産合計 5,360 6,654

固定資産

有形固定資産

建物 10 ※1
 5,128

減価償却累計額 △3 △4,269

建物（純額） 6 ※1
 859

構築物 － ※1
 1,057

減価償却累計額 － △903

構築物（純額） － ※1
 153

機械及び装置 93 1,578

減価償却累計額 △80 △1,233

機械及び装置（純額） 13 345

車両運搬具 10 17

減価償却累計額 △9 △15

車両運搬具（純額） 0 1

工具、器具及び備品 80 293

減価償却累計額 △50 △151

工具、器具及び備品（純額） 29 142

土地 － ※1
 23,837

有形固定資産合計 50 25,339

無形固定資産

借地権 － 7

ソフトウエア 0 3

その他 6 13

無形固定資産合計 6 25
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 － 42

関係会社株式 19,302 3,233

出資金 － 2

長期貸付金 － 41

敷金 － 913

破産更生債権等 45 33

繰延税金資産 1,117 －

その他 43 2

貸倒引当金 △45 △69

投資その他の資産合計 20,462 4,199

固定資産合計 20,519 29,564

資産合計 25,879 36,219

負債の部

流動負債

支払手形 1,014 996

買掛金 1,194 1,357

短期借入金 5,241 ※1
 9,873

リース債務 18 22

未払金 ※2
 611 190

未払費用 58 146

未払法人税等 10 5

前受金 49 148

預り金 17 21

設備関係支払手形 0 19

賞与引当金 35 95

事業構造改善引当金 180 70

その他 24 28

流動負債合計 8,459 12,976

固定負債

長期借入金 2,480 ※1
 970

リース債務 87 79

繰延税金負債 － 8,871

退職給付引当金 608 825

役員退職慰労引当金 86 70

環境対策引当金 － 77

長期預り敷金保証金 － 1,078

その他 43 44

固定負債合計 3,305 12,017

負債合計 11,765 24,993

EDINET提出書類

オーミケンシ株式会社(E00531)

有価証券報告書

 78/108



(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,305 5,305

資本剰余金

資本準備金 2,275 2,275

その他資本剰余金 149 149

資本剰余金合計 2,424 2,424

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 6,388 3,497

利益剰余金合計 6,388 3,497

自己株式 △3 △3

株主資本合計 14,113 11,223

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － 2

評価・換算差額等合計 － 2

純資産合計 14,113 11,226

負債純資産合計 25,879 36,219
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 12,274 12,360

売上原価

製品期首たな卸高 1,890 1,330

当期製品仕入高 2,871 3,372

当期製品製造原価 ※3
 7,018

※3
 6,700

合計 11,780 11,403

他勘定振替高 － ※1
 58

製品期末たな卸高 1,330 1,198

製品売上原価 10,450 10,146

売上総利益 1,824 2,214

販売費及び一般管理費 ※2，※3
 1,878

※2，※3
 2,107

営業利益又は営業損失（△） △54 106

営業外収益

受取利息 4 ※4
 8

受取配当金 ※4
 280 0

雑収入 116 ※4
 50

営業外収益合計 400 59

営業外費用

支払利息 219 280

雑損失 107 139

営業外費用合計 326 420

経常利益又は経常損失（△） 18 △255

特別利益

固定資産売却益 ※5
 38

※5
 20

事業構造改善引当金戻入額 － 78

その他 － 4

特別利益合計 38 103

特別損失

固定資産廃棄損 ※6
 183

※6
 5

減損損失 ※7
 27

※7
 486

災害支援費用 － ※8
 38

貸倒引当金繰入額 17 －

抱合せ株式消滅差損 － 2,176

合併関連費用 － ※9
 84

事業構造改善費用 ※10
 1,239 －

その他 51 28

特別損失合計 1,518 2,820

税引前当期純損失（△） △1,462 △2,972

法人税、住民税及び事業税 △65 15

法人税等調整額 △821 △293

法人税等合計 △887 △277

当期純損失（△） △574 △2,694
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　原材料費   3,09744.5 3,31848.8

Ⅱ　加工費        

１．補助材料費  326 (4.7) 366 (5.4)

２．労務費  153 (2.2) 497 (7.3)

３．経費  3,387 (48.6) 2,621 (38.5)

（うち外注加工費）  (3,097)  (1,888)  

（うち減価償却費）  (5) 3,86755.5 (79) 3,48651.2

当期総製造費用   6,964100.0 6,804100.0

期首仕掛品たな卸高   403  349 

合計   7,368  7,154 

期末仕掛品たな卸高   349  453 

当期製品製造原価   7,018  6,700 

        

　（注）　当社は製品別総合原価計算法を採用しております。（ただし、販売用不動産（仕掛品に含む）については、個別原

価計算を採用しております。）
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,305 5,305

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,305 5,305

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,275 2,275

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,275 2,275

その他資本剰余金

前期末残高 149 149

当期末残高 149 149

資本剰余金合計

前期末残高 2,424 2,424

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,424 2,424

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 7,101 6,388

当期変動額

剰余金の配当 △139 △195

当期純損失（△） △574 △2,694

当期変動額合計 △713 △2,890

当期末残高 6,388 3,497

利益剰余金合計

前期末残高 7,101 6,388

当期変動額

剰余金の配当 △139 △195

当期純損失（△） △574 △2,694

当期変動額合計 △713 △2,890

当期末残高 6,388 3,497

自己株式

前期末残高 △3 △3

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △3
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 14,827 14,113

当期変動額

剰余金の配当 △139 △195

当期純損失（△） △574 △2,694

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △713 △2,890

当期末残高 14,113 11,223

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 2

当期変動額合計 － 2

当期末残高 － 2

評価・換算差額等合計

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 2

当期変動額合計 － 2

当期末残高 － 2

純資産合計

前期末残高 14,827 14,113

当期変動額

剰余金の配当 △139 △195

当期純損失（△） △574 △2,694

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 2

当期変動額合計 △713 △2,887

当期末残高 14,113 11,226
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

（1）子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しており

ます。

（1）子会社株式

同左

 （2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

（2）その他有価証券

時価のあるもの

　　　　　　 同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

移動平均法による原価法

　ただし、販売用不動産の評価については、

個別法による原価法を採用しております。

　なお、 貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定しております。

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

建物(建物附属設備を含む)…定額法

建物以外………………………定率法

　また、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　10～15年

機械及び装置　　５～10年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

建物(建物附属設備を含む)…定額法

建物以外………………………定率法

　また、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　７～47年

機械及び装置　　５～７年

 （2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

  (3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。   　

 (3) リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額

　を零とする定額法を採用しております。　　
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項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

５．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収の可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

（1）貸倒引当金

同左

 （2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給

見込額の当期の負担額を計上しておりま

す。

（2）賞与引当金

同左

 （3）事業構造改善引当金

　事業構造の改善に伴い発生する損失に備

えるため、今後発生が見込まれる費用につ

いて、合理的に見積られる金額を計上して

おります。

（3）事業構造改善引当金

　　　　　　　　同左

 （4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務の見込み額

に基づき計上しております。

（4）退職給付引当金

同左

 （5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。

（5）役員退職慰労引当金

　　　　　　　　　同左　

 （6）　　　　────── （6）環境対策引当金　

　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の処分に

係る支出に備えるため、今後発生すると見

込まれる金額を計上しております。　

６．収益及び費用の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ　当事業年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積り

は原価比例法）

ロ　その他の工事

工事完成基準

　

（追加情報）

　請負工事に係る収益の計上基準について

は、当事業年度より、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号　平成19年

12月27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

18号　平成19年12月27日）を適用し、当事業

年度末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事については工事進行基

準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の工事については工事完成基準

を適用しております。

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ　当事業年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）　

ロ　その他の工事

工事完成基準
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項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ

　なお、金利スワップのうち金融商品会計

基準に定める特例処理の適用要件を満た

しているものについては、特例処理を

行っております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ、金利オ

プション

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ヘッジ対象……変動金利借入金  

 （3）ヘッジ方針

　　リスク管理方針に関する社内規定に従い、

ヘッジ対象の金利上昇リスクを回避する

ことを目的としております。

（3）ヘッジ方針

同左

 （4）ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの

相場変動額又はキャッシュ・フロー変動

額を基礎にして、ヘッジの有効性を評価し

ております。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては有効性の評価

を省略しております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

（1）消費税等の会計処理

　　税抜き方式

（1）消費税等の会計処理

同左

 （2）連結納税制度の適用

　　連結納税制度を適用しております。

（2）連結納税制度の適用

同左

【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

──────　

　

　

　

　

　

　

──────　

　

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」企業

会計基準第18号　平成20年3月31日）及び「資産除去債務に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21

号　平成20年3月31日）を適用しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

　

（企業結合に関する会計基準等の適用）

  当事業年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第21号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係

る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年

12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基

準第7号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。
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【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

──────

　

　

　

　

　

（損益計算書）

　前事業年度において、区分掲記しておりました「貯蔵品売

却益」（当事業年度は22百万円）は、営業外収益総額の100

分の10以下となったため、営業外収益の「その他」に含め

て表示することとしました。

（貸借対照表）

　前事業年度において、区分掲記しておりました「関係会社

短期貸付金」（当事業年度25百万円）及び「未収入金」

（当事業年度209百万円）は、資産の総額の100分の1以下と

なったため、流動資産の「その他」に含めて表示すること

としました。　

──────

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

※１　担保に供している資産            ※１　担保に供している資産            

 　　預金のうち定期預金2百万円は、木管保証金保全協会へ

取引保証として差入れております。

 　有形固定資産のうち「建物及び構築物および土地」

の合計23,309百万円、仕掛品98百万円については、借入

金の工場財団抵当他に供しております。また、預金2百

万円については、木管保証金保全協会へ取引保証とし

て差入れております。

上記に対する債務  

短期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)

8,823百万円

長期借入金 593百万円

合計 9,416百万円

※２　関係会社に係る注記　　　　　　　

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

　              ──────

流動資産  

未収入金 620百万円
流動負債　     
未払金　 503

　

　３　偶発債務

(1）保証債務

　下記会社の銀行借入に対し、保証を行っておりま

す。

　３　偶発債務

(1）保証債務

　下記会社の銀行借入に対し、保証を行っておりま

す。

保証先 保証額（百万円）
オーミ・リアルエ
ステート㈱

814

保証先 保証額（百万円）
オーミ・ド・ブラジ
ルテキスタイル㈱

25

　

(2）連帯債務

　会社分割によりオーミ・リアルエステート㈱に承

継させた借入金・預り敷金等について重畳的債務引

受を行っております。

(2）　　　　　　──────

相手先 金額（百万円）
オーミ・リアルエ
ステート㈱

1,504

　

　４　受取手形割引高 816百万円 　４　受取手形割引高 779百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

──────

　

　

　

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は53％であり、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

　　47％であります。

　主要な費用及び金額は次のとおりであります。

※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

災害支援費用への振替高 　      　38百万円

その他 　　　　　20

　計 　　　　　58

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は47％であり、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

　　53％であります。

　主要な費用及び金額は次のとおりであります。

運送費 299百万円

給料賃金 489

賞与引当金繰入額 35

退職給付引当金繰入額 38

役員退職慰労引当金繰入額 16

福利厚生費 89

通信交通費 93

賃借料 234

研究開発費 109

貸倒引当金繰入額　 1

減価償却費 3

運送費 290百万円

給料賃金 539

賞与引当金繰入額 49

退職給付引当金繰入額 43

役員退職慰労引当金繰入額 19

福利厚生費 108

通信交通費 105

賃借料 293

研究開発費 114

貸倒引当金繰入額　 3

減価償却費 14

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

　　　　　　　　　　　　　　　　　       109百万円

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

114百万円

※４　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※４　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

関係会社よりの受取配当金 280百万円 関係会社よりの受取利息

関係会社よりの雑収入　

7百万円　

26百万円　

※５　機械及び装置他の売却益であります。

※６　機械及び装置他の廃棄損であります。

※５　機械及び装置他の売却益であります。

※６　機械及び装置他の廃棄損であります。

※７　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。

※７　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

長野県飯田市 編物製造設備 機械及び装置

場所 用途 種類

岐阜県大垣市 旧福利施設 土地及び建物他

　当社は、事業用の資産については継続的に損益を把握

している管理会計の区分に基づき、工場別・製品別等

の単位によりグルーピングしております。また、遊休資

産等については個別に取り扱っております。

　当事業年度において、長野県飯田市の編物製造設備に

ついては、当該工場の操業を休止し、設備の一部を連結

子会社であるオーミケンシレーヨン㈱の兵庫県加古川

市の工場に移設したことに伴い、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（27百万円）

として特別損失に計上いたしました。その内訳は全額

機械及び装置であります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、正味売却価額は処分可能価格を用いております。

　当社は、事業用の資産については継続的に損益を把握

している管理会計の区分に基づき、工場別・製品別等

の単位によりグルーピングしております。また、遊休資

産等については個別に取り扱っております。

　当事業年度において、岐阜県大垣市の旧福利施設につ

いて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（土地418百万円、建物65百万円、構築物1百

万円）として特別損失に計上いたしました。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、不動産鑑定評価により評価しております。
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前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

──────

　

──────

※10　工場休止、人材派遣事業撤退等事業再編に伴う退職

金、事業撤退費用等1,031百万円、操業短縮に伴う費用

208百万円他であります。

※８　東日本大震災の被災者に対して不織布マスクを提供

したものであります。

※９　合併に係る登録免許税他であります。

──────
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 33 2 － 36

合計 33 2 － 36

（注）　普通株式の自己株式の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 36 2 － 38

合計 36 2 － 38

（注）　普通株式の自己株式の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　繊維事業における生産設備（機械及び装置）でありま

す。　

──────

　②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記

載のとおりであります。

　

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。 

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 6 5 0
合計 6 5 0

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

　  未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

 

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。

 

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成22年３月31日）

　子会社株式(貸借対照表計上額　19,302百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、記載しておりません。

当事業年度（平成23年３月31日）

　子会社株式(貸借対照表計上額　3,233百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、記載しておりません。　
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 （百万円）

賞与引当金 14

退職給付引当金 247

役員退職慰労引当金 35

事業構造改善引当金 73

たな卸資産評価損 22

繰越欠損金 2,089

その他 13

繰延税金資産小計 2,496

評価性引当額 △1,379

繰延税金資産合計 1,117

繰延税金資産 （百万円）

退職給付引当金 335

役員退職慰労引当金 28

減損損失 31

賞与引当金 38

貸倒引当金 27

事業構造改善引当金 28

環境対策引当金 31

たな卸資産評価損 20

繰越欠損金 1,987

その他 27

繰延税金資産小計 2,557

評価性引当額 △1,320

繰延税金資産合計 1,237

繰延税金負債     

土地評価差額 △8,835

固定資産圧縮積立金 △34

その他 △1

繰延税金負債合計 △8,871

繰延税金負債の純額 △7,634

　 繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

　  （百万円）

流動資産－繰延税金資産 1,237

固定負債－繰延税金負債 △8,871

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　税引前当期純損失のため、記載を省略しております。 同左
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（企業結合等関係）

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

共通支配下の取引等

１．取引の概要

（1）対象となった相手企業の名称及びその事業の内容

相手企業の名称　 事業の内容　

オーミ・リアルエステート株式会社 不動産賃貸業

ミカレディ株式会社 婦人衣料品の販売

オーミケンシレーヨン株式会社 レーヨン綿・糸の製造及び加工

（2）企業結合日

平成22年10月１日

（3）企業結合の法的形式

当社を存続会社とし、オーミ・リアルエステート株式会社（連結子会社）、ミカレディ株式会社（連結子会

社）及びオーミケンシレーヨン株式会社（連結子会社）を消滅会社とした吸収合併

（4）結合後企業の名称

オーミケンシ株式会社

（5）その他取引の概要に関する事項

当社の経営体制及び管理体制を一元化し、経営効率の向上、業務の効率化、並びに経営資源の有効活用を図り、

企業価値を向上させることを目的としております。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取

引として処理しております。　　
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 143.72円

１株当たり当期純損失金額 10.67円

１株当たり純資産額 100.09円

１株当たり当期純損失金額 42.68円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

　（注）１．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり当期純損失金額（△） 　 　

当期純損失（△）(百万円) △574 △2,694

普通株主に帰属しない金額（百万円） 129 121

（うち優先配当額） (129) (121)

普通株式に係る当期純損失（△）（百万

円）
△704 △2,816

普通株式の期中平均株式数（千株） 65,989 65,987

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

Ａ種優先株式（発行価額の総額

1,000百万円）

Ｂ種優先株式（発行価額の総額

3,500百万円）。

なお、概要は「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況」に記載のと

おりであります。

同左

　（注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度末

（平成22年３月31日)
当事業年度末

（平成23年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 14,113 11,226

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 4,629 4,621

 （うち優先株式払込金額） (4,500) (4,500)

 （うち優先配当額） (129) (121)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 9,484 6,604

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通

株式の数（千株） 
65,988 65,986
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　　当社は平成22年４月27日開催の取締役会において、当社連

結子会社であるオーミ・リアルエステート㈱、ミカレディ

㈱、オーミケンシレーヨン㈱の３社を吸収合併することを

決議し、平成22年５月13日開催の取締役会において、合併

契約の締結を決議し、同日、合併契約書に正式調印し、平成

22年6月29日開催の株主総会において承認可決されまし

た。

１．合併の目的

当社は、経営体制及び管理体制を一元化し、経営効率の

向上、業務の効率化、並びに経営資源の有効活用を図り、企

業価値を向上させることを目的としております。

２．合併の要旨

　(1)合併の日程

合併決議取締役会　　　平成22年4月27日

合併契約締結　　　　　平成22年5月13日

合併契約承認株主総会　平成22年6月29日

合併期日（効力発生日）平成22年10月1日（予定）

　(2)合併の方式

当社を存続会社とし、オーミ・リアルエステート㈱、

ミカレディ㈱、オーミケンシレーヨン㈱を消滅会社とす

る吸収合併方式によります。

(3)合併に係る割当ての内容

当社が100%出資する連結子会社との合併であるため、

本合併による新株式の発行及び合併交付金等の支払は

ありません。

──────
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

 　　　 【株式】　　 

投資有価証券 その他有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額      

（百万円）

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 6,300 12

㈱繊維総合研究所 22,286 11

㈱繊維会館 8,000 8

㈱ナゴヤセーレン 50,000 6

その他（５銘柄） 8,370 3

計 94,956 42

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物　 10 5,196
 78

    (65)　
5,128 4,269 33 859

構築物　 － 1,063
5

(1)　
1,057 903 7 153

機械及び装置 93 1,491 6 1,578 1,233 57 345

車両運搬具 10 7 0 17 15 0 1

工具、器具及び備品 80 213 0 293 151 12 142

土地 － 24,256
419

(418)　
23,837 － － 23,837

建設仮勘定 － 59 59 － － － －

　　　有形固定資産 194　 32,289　
570　
(486)　

31,913　 6,573　 112　 25,339　

無形固定資産        

借地権　 － 7 － 7 － － 7

ソフトウェア 1 4 － 5 2 0 3

その他 6 8 － 14 1 0 13

無形固定資産計 8 20 － 28 3 0 25

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －
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  （注）１.　当社は平成22年10月1日付で、オーミ・リアルエステート㈱、ミカレディ㈱、オーミケンシレーヨン㈱を

            吸収合併いたしました。これに伴い下記の重要な固定資産が増加しております。
　

　 百万円

建物 5,190　

構築物 1,059　

機械及び装置　 1,473　

工具、器具及び備品 182　

土地 24,256　

その他 10　

有形固定資産計 32,172　

無形固定資産 15　

合計 32,188　

　
　  　　２．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額を表示しています。当期減損損失を計上したものは、

岐阜県大垣市の旧福利施設であります。
　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 51 68 35 6 78

賞与引当金 35 95 35 － 95

事業構造改善引当金 180 － 31 78 70

役員退職慰労引当金　 86 19 35 － 70

環境対策引当金　 － 77 － － 77

　（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

　　　　２．事業構造改善引当金の「当期減少額（その他）」は、発生見込額の減少による取崩額であります。　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ. 現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 2

預金 　

当座預金 90

普通預金 447

定期預金 693

小計 1,231

合計 1,234

ロ. 受取手形

  相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ゼンノ㈱ 131

岡村化成㈱ 75

㈱ヤギ 37

信友㈱ 18

㈱ＧＳＩクレオス 17

その他 237

合計 517

  期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成23年４月 96

５月 107

６月 161

７月 135

８月 16

合計 517

ハ. 売掛金

  相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ユニー㈱ 94

住金物産㈱ 81

伊藤忠商事㈱ 81

岡村化成㈱ 50

王子製紙㈱ 48

その他 957

合計 1,314
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  売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

1,217 12,366 12,270 1,314 90.3 37

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。 

ニ. 商品及び製品

品目 金額（百万円）
製品 　
紡績糸 169
レーヨン綿 493
編織物 164
二次製品 276
その他 95

合計 1,198

ホ. 仕掛品 

品目 金額（百万円）
紡績糸 30
レーヨン綿 56
編織物 144
住宅・建材関係(※) 218
その他 4

合計 453

※　近畿地方他にある販売用土地189百万円（89千㎡）を含んでおります。 

ヘ. 原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）
原材料 　
レーヨン綿原料 128
編織物用原糸 52
その他 17

小計 198
貯蔵品 　
工場用品 116
チーズ木管 6
その他 8

小計 131
合計 330
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②　固定資産

　関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

オーミ・ド・ブラジルテキスタイル㈱ 2,962

オーミビジネス・エンジニアリング㈱ 100

近江興産㈱ 51

近絹（上海）商貿有限公司 50

オーミ緑化㈱ 30

その他 40

合計 3,233

③　流動負債

イ. 支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

興和㈱ 85

東海染工㈱ 76

㈱ヤギ 43

共栄通商㈱ 42

ヤスシジャパン㈱ 34

その他 713

合計 996

期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成23年４月 141

５月 447

６月 226

７月 111

８月 69

合計 996
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ロ. 買掛金

相手先 金額（百万円）

日本紙通商㈱ 542

ソーダニッカ㈱ 88

双日㈱ 48

出光興産㈱ 45

しき島商事㈱ 29

その他 601

合計 1,357

ハ. 短期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 5,819

㈱みずほコーポレート銀行 1,045

㈱大垣共立銀行 992

㈱三井住友銀行 643

㈱福岡銀行 281

その他 1,091

合計 9,873

④　固定負債

繰延税金負債は、8,871百万円であり、その内容については「２ 財務諸表等 （1）財務諸表 注記事項（税効果会

計関係）」に記載しております。

  

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ４月１日から３カ月以内

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料
１単元株あたりの売買委託手数料相当額を、買取った単元未満株式数で按分

した額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由

によって電子公告による公告をすることができない場合は、大阪市において

発行する朝日新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.omikenshi.co.jp/ekoukoku/index.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じて

募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに取得請求権付株式の取得を請求する権利以外

の権利を有しておりません。　
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第145期）（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）平成22年６月29日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成22年６月29日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第146期第１四半期）（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）平成22年８月12日関東財務局長に提出

（第146期第２四半期）（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）平成22年11月12日関東財務局長に提出

（第146期第３四半期）（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）平成23年２月14日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成22年７月２日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。　

平成22年11月10日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成22年６月29日 

オーミケンシ株式会社    

 取締役会　御中  

 永和監査法人  

 代表社員  公認会計士 齋藤　　力夫　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　　嘉基　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 福島　　　直　　印

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

オーミケンシ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オーミケ

ンシ株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報　

重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成22年４月27日開催の取締役会において、連結子会社であるオーミ・リアル

エステート㈱、ミカレディ㈱、オーミケンシレーヨン㈱の３社を吸収合併することを決議し、平成22年５月13日開催の取締
役会において、合併契約の締結を決議し、同日、合併契約書に正式調印し、平成22年６月29日開催の株主総会において承認可
決された。

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、オーミケンシ株式会社の平成22年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。

また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、オーミケンシ株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

 
(注)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

　　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成23年６月29日 

オーミケンシ株式会社    

 取締役会　御中  

 永和監査法人  

 代表社員  公認会計士 齋藤　　力夫　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　　嘉基　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 福島　　　直　　印

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

オーミケンシ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明

細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オーミケ

ンシ株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、オーミケンシ株式会社の平成23年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。

また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、オーミケンシ株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

 
(注)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

　　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

    

  平成22年６月29日 

オーミケンシ株式会社    

 取締役会　御中  

 永和監査法人  

 代表社員  公認会計士 齋藤　　力夫　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　　嘉基　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 福島　　　直　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

オーミケンシ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第145期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オーミケン

シ株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成22年４月27日開催の取締役会において、連結子会社であるオーミ・リアル

エステート㈱、ミカレディ㈱、オーミケンシレーヨン㈱の３社を吸収合併することを決議し、平成22年５月13日開催の取締

役会において、合併契約の締結を決議し、同日、合併契約書に正式調印し、平成22年６月29日開催の株主総会において承認可

決された。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

(注)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。

　　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

    

  平成23年６月29日 

オーミケンシ株式会社    

 取締役会　御中  

 永和監査法人  

 代表社員  公認会計士 齋藤　　力夫　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　　嘉基　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 福島　　　直　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

オーミケンシ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第146期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オーミケン

シ株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

(注)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。

　　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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